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＜要旨＞ 

本研究は、内閣府経済社会総合研究所の 2024 年調査データを用い、日本の少子化の要

因の一つといわれている結婚行動に焦点を当て、両立支援・子育て支援が結婚に与える影

響を分析した。分析にあたっては、ロジットモデルによる推定ならびに、傾向スコアマッ

チングを用いて政策介入を受けたものにおける平均的処置効果（ATT）の算出を行った。

分析にあたっては、長時間職場に拘束されている労働者についても考慮した。結果、まず

は長時間職場に拘束されている労働者で結婚確率が高い傾向が見られた一方、両立支援の

内、弾力的な働き方は労働者の結婚確率を下げる傾向が見られた。この結果は、職場での

出会いや経験の共有といった、これまで長時間職場に滞在することで存在していた「正の

外部性」が弱まってきている現状が示唆される。次に、両立支援の内、特に育児休業制度

が整備されている職場では、結婚確率が上昇するという結果が得られ、この効果は男性で

強いという結果であった。これは日本において「結婚＝出産・育児」という価値観が未だ

に根強いだけでなく、職場の育児休業制度に男性も注目していることを示している。 

本研究で得られた知見は、職場の正の外部機能の弱まりを補うため、職場内外において、

これまでとは別のチャンネルを通じた出会いや経験の共有を目的とした場の提供が求めら

れることを示唆している。また今後の政策設計においては、男女の限りのない育児支援の

拡充も必要である。弾力的な働き方が従来の職場にあった正の外部性に与える負の影響を

補いながら、働き方改革と結婚支援を両立させるための包括的なアプローチが求められる。 
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Abstract 

 
This study examines the impact of work-family life balance support on marriage behavior in 

Japan using 2024 survey data from the Economic and Social Research Institute, Cabinet Office. Fo-

cusing on factors contributing to Japan's low birthrate, we conduct logit estimations and calculate the 

average treatment effect (ATT) among those receiving support using propensity score matching while 

accounting for workers spending long hours at the workplace. The results show that the probability 

of marriage tends to be higher among workers who spend long hours at the workplace. On the other 

hand, flexible work arrangements reduce the probability of marriage. This finding suggests that flex-

ible work arrangements undermine the "positive externalities" of spending time at the workplace, 

such as meeting people and sharing experiences, are weakening. Next, turning to work-family life 

balance support, the provision of support at the workplace, especially childcare leave, is associated 

is associated with a higher probability of marriage, and this link is especially strong for men. This 

shows that not only is the view that ‘marriage = childbirth and child-rearing’ still strong in Japan but 

that men are also paying attention to childcare leave systems at work. 

The findings suggest that, in designing future policies, it is necessary to take opportunities for 

workers to meet and share experiences – both inside and outside the workplace – into account in 

order to compensate for the weakening of the positive externalities of spending time at the workplace . 

Furthermore, childcare support for both men and women needs to be expanded. A comprehensive 

approach is required to balance work style reforms and support measures that promote marriage while 

compensating for the negative impact on the positive externalities traditionally associated with spend-

ing time at the workplace. 
 

JEL Classification Codes: J12, J13, J22, I31, I38 

Keywords: marriage behavior, fertility decline, work environment, place to meet, work-family life 

balance support 
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１．はじめに 

1.1 研究背景と目的 
日本は現在少子化の一途をたどっている。1950 年には 3.65 であった合計特殊出生率は

1996 年には 1.5 を下回り、そのまま減少傾向は続いている（厚生労働省 2020）。また、こ

の数値は世界的に見ても低い数値であり（OECD2024）、日本が世界的にみても少子化が進

んでいる国であることは周知のとおりである。日本の少子化の原因として挙げられるのは

まず、生涯未婚率が高いことと言われている。OECD（2024）によると、1975 年生まれの

女性が生涯子どもを持たない割合は約 28％と高い。一方、『男女共同参画白書 令和４年版』

によると、婚外子の割合は 2020 年には約 2.4％で、2000 年から２％前後で推移しており、

日本では長らく結婚と出産が強く結びついている。つまりこの生涯子どもを持たない女性

の多くが未婚者であるといってよい。一方で実際に生まれた子どもが第一子である割合は

OECD 平均程度であり、第二子である割合は OECD 平均よりやや高い。つまり、日本は一

度出産に踏み切ると２人以上の子どもを産む女性は多い一方で、生涯子どもを持たない女

性も多いという傾向がある。また同時に、少子化の要因として晩婚化・晩産化が挙げられ

る。厚生労働省（2021）によると、昭和 50 年の妻の平均初婚年齢は 24.7 歳であり、結婚し

てから第一子を出産するまでの平均期間は 1.55 年であった。しかし令和元年では平均初婚

年齢が 29.6 歳、第一子出産までの期間は 2.45 年にまで伸びている。ここからも、少子化の

原因として晩婚化・晩産化は勿論だが、晩産化は晩婚化に伴っているのではなく、何らか

の要因で出産そのものも遅れていることが分かる。このような背景を総合すると、少子化

の主な要因として、生涯未婚率が高いこと、晩婚化・晩産化が進んでいることが考えられ

る一方で、一度出産に踏み切ると１人以上の子どもを持つ傾向があることが分かる。つま

り少子化について考えるのであれば、まずは結婚を取り巻く環境について考える必要があ

ることが分かる。 

なぜ晩婚化がここまで進んだのか、理由の一つとして労働環境が挙げられる。具体的に

はこれまで日本の経済発展を支えてきた日本的雇用慣行がワーク・ライフ・バランス（WLB）

と相性がよくなかったことが考えられる。日本的雇用慣行は、終身雇用と年功型賃金によ

り、雇用と賃金の両方を同時に保証する「理想的な」雇用契約に見えたが、それと引き換

えに長時間労働や企業のスケジュールに合わせた転勤など、企業の意向に合わせた働き方

を要求され（八代 1997）、労働者の選択肢が少ない。家庭で家事を担ってくれるパートナ

ーがいることではじめて成立する働き方であった（八代 1997）。しかし、出産後の妻の就

業継続が５割を超えている現在の労働市場では（国立社会保障・人口問題研究所 2023）、

妻も夫も働いている状況でいかに出産・育児を行いながらも就業を継続させるための方策

を考えなければ、結婚もままならない。このような背景の下、近年、働き方改革や女性活

躍支援、子育てと仕事の両立支援など、企業における様々な取り組みが急速に進みつつあ

る。この急速な労働環境の変化が、労働者の結婚行動に何らかの影響を与えているのでは
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ないか、それはどのような影響なのかということを本研究では明らかにしたいと考える。 

職場環境が結婚行動に与える影響については、いくつかの仮説が考えられる。まずは長

時間労働など、職場の拘束時間が長いなどの劣悪な労働環境にあることで、出会いの機会

が失われ、その結果、結婚から遠のいてしまうというものである。つまり長時間労働など

の職場環境は、結婚行動にマイナスの影響を与えていると考えられる。この場合、両立支

援導入などの環境改善を行うことで、労働者が出会いの機会を得ることが可能になり、結

婚が促されると考えられる。次の仮説としては、現在も続く日本的雇用慣行に特徴的な、

長時間にわたる職場での拘束によって、労働者が互いに顔を合わせ、共通のタスクやプロ

ジェクトを共有することによる「出会い」や「経験の共有」がもたらされているというも

のである。これは長時間の拘束は職場結婚を促すという、生産活動の場としての職場が、

それ以外のプラスの効果、つまり「正の外部性」をもっていると考えられる。もしこのよ

うな正の外部性が従来型の雇用慣行にあったとするならば、両立支援に含まれるリモート

ワークなどの新しい弾力的な働き方は、これまであった「古き良き」正の外部効果を弱め

る可能性がある。よって、職場環境と結婚行動については、労働環境の改善によって得ら

れるプラスの効果と、もともと職場環境にあった正の外部性が失われるマイナスの効果と

どちらが強くでるのかについて検討する必要がある。 

よって、本研究は両立支援策の介入が結婚行動にどのような影響をもたらすか、上記の

仮説の検証を主眼として検討を行う。分析にあたり、両立支援の内、特に弾力的な働き方

1と育児休業に注目し、この介入効果について検討を行う。検討にあたっては長時間職場で

拘束されている労働者に注目しつつ、日中以外の就業、転勤可能性、労働時間などを労働

環境の代理変数として用いる。分析には、これらの労働環境を考慮した上で、弾力的な働

き方や育児休業が結婚行動にどのような影響があるかについて確認する。一般的に、こう

した分析は、企業側のデータで行うことが適切だと考えられているかもしれないが、結婚

や出産に関する企業データがない以上は個人アンケートからの分析は次善の策であると考

える。 

本研究では、まず先行研究の探索により本研究の位置づけを行う。次に本研究で用いる

データについて説明を行った後、記述統計量やクロス集計を確認し、独身者と、既婚者の

独身時代における労働環境や収入などの特徴や、弾力的な働き方や育児休業が利用可能な

労働環境にはどのような特徴があるかについて、検討を行う。そして結婚行動について推

定を行うにあたり、傾向スコアを用いたマッチングを行い分析する。更には傾向スコアを

ウエイトとして用い、ロジットモデルを用いた推定を行う。最後に両立支援を表す全ての

変数を同一モデルに投入し、具体的にどのような支援が結婚に影響を与えているか、拘束

時間の長い労働者の影響も合わせて比較検討を行う。 

 

 
1 弾力的な働き方の定義については、2.3 変数のセクションを参照されたい。 
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1.2 先行研究 

前節で概観したとおり、日本の少子化問題はここ数十年来、社会の最重要課題の一つと

して認識されてきた。そして、少子化の背景には大きく分けて二つの要因がしばしば指摘

されている。第一に、生涯未婚率の上昇や晩婚化といった「婚姻行動」の変化であり、第

二に、結婚後の出産・育児をめぐる環境（保育サービスや企業による両立支援）が整備さ

れていない、あるいは十分に機能していない現状である。近年の研究では、特に晩婚化や

出生率の低下において労働環境が果たす役割が注目されており、企業による長時間労働の

慣行や育児休業制度などの整備が婚姻および出産行動にどのように影響するかが焦点とな

っている。本節では、日本における晩婚化の進行とその要因、労働環境やワーク・ライフ・

バランス（WLB）施策の影響、既存研究で提示される複数の仮説と未解明点、因果推論手

法としての傾向スコアマッチング（PSM）の活用事例という流れで先行研究を整理し、本

研究の位置づけを明らかにする。 

 
1.2.1 日本における晩婚化の進行とその要因 

日本の少子化が深刻化している根底には、従来より指摘されてきた晩婚化・未婚化の傾

向が存在する。厚生労働省（2023）の『令和５年人口動態統計月報年計（概数）の概況』

によると、出生数そのものが大幅に減少しているだけでなく、2023 年の合計特殊出生率は

1.20 と記録的な低水準に達している。国立社会保障・人口問題研究所（2023）の報告書で

は、日本人男女の生涯未婚率が上昇しており、このうち特に女性の晩婚化・未婚化が顕著

であることが示されている。労働市場の構造変化や若年層の経済的不安、学歴と結婚市場

のミスマッチなど、さまざまな要素が複合的に絡み合っていると考えられる。 

Raymo（2003）は、日本人女性の初婚年齢の遅れが教育水準や就業形態といかに連動し

ているかを分析し、キャリアを志向する女性ほど結婚のタイミングを後ろ倒しにする傾向

があることを示している。その一方で、非正規雇用が結婚に与える負の影響も多くの研究

で示されており（滋野・大日（1997）、永瀬（2002）、中村（2018））、少なくとも男女共に

正規雇用であることは結婚市場においては重要な要素であるといえる。また Raymo and 

Iwasawa（2005）は、日本における「学歴や収入面でのパートナー選好」と「婚姻市場の構

造」のアンバランスさを指摘し、これが晩婚化の一因になっていると論じた。さらに、企

業が要求する長時間労働や転勤などの雇用慣行が若年世代の婚姻行動に影響を与えている

可能性も、厚生労働省（2020）の報告や各種調査で示されている。 

 
1.2.2 長時間労働・ワーク・ライフ・バランス施策と婚姻・出産行動への影響 

日本の企業社会は、戦後の高度経済成長期以降、男性正社員の長時間労働を前提とする

日本的雇用慣行を維持してきたと言われる（八代 1997）。その結果、若年期から労働時間

が過剰に長いと、そもそもの「出会いの機会」が失われるため、結婚が先延ばしになると

いう議論が古くから存在する。一方で、近年は在宅勤務・フレックスタイムなどの WLB 施
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策を通じて、若年層の余暇時間やプライベートの時間を確保し、婚姻・出産行動のハード

ルを下げようという動きが見られる（Tsuya et al. 2005）。しかし、長時間労働が職場での出

会いや職場経験の共有を通じ、労働者同士の親密性を促進させるという外部性をもってい

る場合、職場の拘束が結婚を促すという逆の効果をもたらすことも十分考えられる。さら

には雇用環境が厳しくなるほど、共働きや家族内補完を期待した早期結婚が増える可能性

にも言及している（Yamaguchi 2013）。実際のところは、企業規模や個人の属性（年収や学

歴など）によって、労働環境が結婚行動に与える影響は大きく異なると考えられる。 

一方、企業の両立支援策として代表的な育児休業制度や短時間勤務制度は、もっぱら「出

産後の女性が就業継続しやすくなる」ための施策として認知されている。坂爪・川口（2007）

は、労働時間を短縮することと同時に育児休業制度を導入することで出産の確率を上げる

ことが可能であることを示したが、「結婚前」の若年層がこうした制度の存在をどのように

捉えて婚姻行動に踏み切るかについては未だ十分な分析が行われていない。Nakayama and 

Ishikawa（2025）も、子育て支援制度の普及が若年女性のライフコース選択に影響を及ぼす

ことを示唆しつつ、制度がどの程度“結婚を後押しする”のかは要検討の段階であるとし

ている。さらに、Mizuochi（2012）においては、育児休業や時短勤務の効果は主に「出産後

における女性の離職防止」にフォーカスされがちで、結婚そのものの時期や意欲に対して

どう作用しているかは必ずしも十分に解明されていないと指摘されている。 

 
1.2.3 仮説と未解明点 

こうした議論を踏まえると、冒頭でも述べたような相反する仮説が考えられる。まずは

ワーク・ライフ・コンフリクト緩和仮説である。これは、長時間労働や不規則勤務など過

酷な労働環境が結婚を遠ざける一方で、企業の両立支援策が導入されていれば余暇時間や

精神的余裕が増し、出会いの機会が確保しやすくなる結果、婚姻行動が促進されるという

見方である。次に職場での拘束がもたらす正の外部性仮説である。これは長らく習慣化さ

れてきた長時間労働や不規則勤務などにより、労働者の出会いや経験の共有という外部性

を通じ、職場内での結婚が促されるという見方である。これはあくまで、日本的雇用慣行

によって職場が生産活動の場以上の役割を担ってはいないだろうかという疑問から得られ

た仮説である。 

これらの仮説はいずれも理論的には整合性があるが、どのメカニズムがどの程度支配的

に働くかは個人属性や企業特性、地域差などに依存すると考えられる。たとえば Yamaguchi

（2007）は、労働時間や在宅勤務の普及率が家庭形成に与える影響を検討する中で、大都

市圏と地方圏、大企業と中小企業、男性と女性など複数の切り口で効果が異なる可能性を

示唆している。また広義の関連研究として、Kohara and Maity（2021）は、ワーク・ライフ・

バランス政策は全ての女性の出産希望には大きく影響しないものの、６歳未満の子どもを

持つ母親に対しては、有償労働の時間を増やし、主に家事労働の時間を削減する形で時間

配分の変化をもたらしていることが確認されている。一方で、オンラインベースで働く在

－ 202 － － 203 －



『経済分析』第 211 号 

8 

宅勤務の労働者は、労働時間以外でも常に連絡を受けることから却ってワーク・ライフ・

コンフリクトを起こしているという研究もある（Glavin, et al. 2024）。このように、労働者

の属性や企業規模などによって傾向は異なると考えられるが、本研究では両立支援と結婚

についてのそれらの属性などの違いを除外した直接的な影響について、まずは検討を行う。 

 
1.2.4 傾向スコアマッチング（PSM）の活用事例と準実験的研究 

企業の両立支援策や労働時間短縮が婚姻行動にどのように寄与するかを分析するには、

ランダム化された実験デザインを実施することが困難なため、観察データから準実験的に

因果推論を行うアプローチが求められる。Rosenbaum and Rubin（1983, 1985）が提唱した傾

向スコアマッチング（PSM）は、処置（treatment）と対照（control）グループを観測可能な

属性で統計的に近似させ、処置の有無によるアウトカムの差を測定する手法として広く用

いられてきた。Khandker et al.（2010）のように開発経済学分野で普及した方法論が、近年

は労働経済や家族政策研究の領域でも活用されている。 

PSM は未観測バイアスの存在など限界があるものの、サンプル数が十分に多い場合や、

多様な制御変数を投入できる場合には、準実験的な状況を作り出すことが可能となる

（Mooney and Duval 1993）。本研究では、両立支援策や長時間労働の状況を「処置」と捉え、

未婚・既婚の労働者を対象に PSM を適用して結婚行動への影響を探ることで、既存研究の

ギャップを埋めることを目指す。 

 

以上のように、少子化や晩婚化を考察するうえで、企業の労働環境や両立支援策の整備

度が婚姻行動に与える影響は理論的にも実証的にも大きな関心を集めている。すでに多く

の研究が「出産後」のキャリア継続や出生率との関連を扱っているが、結婚前の独身者に

とって両立支援策の存在がどのようなインセンティブとして働いているかは、なお解明の

余地が残されている。本研究は、内閣府経済社会総合研究所が実施したアンケートデータ

を用い、未婚者と既婚者の労働環境を回顧に比較する形で、両立支援策の利用可能性や長

時間労働の実態が結婚に対してどのような影響を持つのかを定量的に検証する。 

 

２．分析手法とデータ 

2.1 データ 
本研究では内閣府経済社会総合研究所が 2024 年３月に実施したアンケート調査（「少子

化・女性活躍の経済学研究」に向けたアンケート調査）を分析に用いている。この調査は

少子化・女性活躍の経済学研究プロジェクト（主査：八代尚宏・昭和女子大学特命教授）

のメンバーによって企画されたものである。調査対象者は全国の 25 歳から 49 歳の独身者

男女と既婚者男女で、調査会社の大規模モニターサンプルに対して、インターネットでア

ンケートを実施した。これらの大規模モニターサンプルは 2023 年１月 11 日現在の住民基
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本台帳人口を元に、都道府県別×男女別×年齢５歳階級別の目標回収数を母数割合に等し

くなるように割り付けられた。回収期間はその目標数を満たすまでとし、更に①回答時間

が短いもの、②ストレートライニング、③いくつかの重要な質問で回答が矛盾するサンプ

ルを除いた。最終的な回答数は独身者、既婚者それぞれ 10,000 サンプルである。 

この調査の特徴の一つとしては、既婚者に現在の配偶者との交際開始時の働き方や子育

て支援制度、労働時間、年収などの労働に関わる項目が詳しく聞かれている事である。こ

れにより、現在は結婚しているサンプルの独身時代の職場環境と現在独身者であるサンプ

ルの職場環境を比較することで、どのような職場環境であれば結婚できるのかについての

検討が可能である。一方で、本調査対象者は、調査対象時点の年齢が 25 歳から 49 歳であ

るため、既婚者の実際の結婚年齢はそれよりも更に低い。また、本研究は両立支援や子育

て支援を主に検討することから、既婚者の年齢が高い、または結婚年数が長い場合、現在

の独身者と比較するにあたって、今回注目する支援がそもそも広がっていなかった可能性

もある。 

そこで本研究では、サンプルを限定して分析をおこなうことにする。まず分析対象者を、

調査時点での年齢が 25 歳以上 35 歳以下の独身者と、結婚年齢が 25 歳以上 35 歳以下の既

婚者とし比較した。次に、既婚者については結婚５年以内のものにサンプルを限定した。

更に働き方については、調査時点で働いているもの（独身者）、現在の配偶者と交際開始時

に働いていた者（既婚者）を分析対象とし、無職者を分析から除外した。結果、独身者 3,390

サンプル、既婚者 2,651 サンプルを分析に用いた。また、データの利用にあたっては令和

２年国勢調査人口等基本集計より年齢階層別都道府県別未婚・既婚の人口を用いて作成し

たウエイトを用いている。 

 
2.2 分析手法2 

本研究では、両立支援や育児休業が結婚行動に与える影響について検討するため、まず

は、弾力的な働き方支援や育児休業が実際に使われているような職場環境で働いている労

働者を処置グループ、そうでない労働者を制御グループに分け、傾向スコアマッチング

（PSM）を行い、これらの職場環境の違いが結婚行動にどのような影響があるのかについ

て検討を行う（モデル１）。次に、結婚行動に与える影響は職場環境だけではないことから、

結婚行動に与える影響について職場以外の要因を制御したうえで弾力的な働き方支援や育

児休業が結婚行動に与える影響についてロジットモデルを使った推定を行い検討する。そ

の際、内閣府調査データの分析で用いられるサンプリングウエイトを用いた推定に加え、

傾向スコアをウエイトとした推定を行い、結果を比較する（モデル２）。最後に、それぞれ

の弾力的な働き方支援や育児休業の内、どの効果がより大きいかについて検討する為、本

研究で検討するすべての両立支援を同一モデルに投入し推定を行い、効果を比較する（モ

 
2 分析手法の詳細は西山他（2019）、Khandker et al.（2010)、Caliendo and Kopeinig（2008）、Angrist and Picshe
（2015）を参照されたい。 
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デル３）。モデルの詳細は以下のとおりである。 

傾向スコアマッチング（PSM）とは、観測データによって見られた特性を用いて、統計

的な制御グループを見つけ出してマッチングを行い、outcome における因果効果を測定す

る手法である（Khandker et al. 2010）。PSM は、因果効果を推論するためのセミパラメトリ

ックなマッチングの手法であり、ランダム化比較実験（RCT）の実施が困難な場合、現在

収集されているデータを用いて準実験的な状況をつくり、効果を測定する方法の一つであ

る。PSM では、それぞれ傾向スコアが近いサンプルを選んでマッチングさせ比較するため、

あたかも同じ個人において処置前と処置後における outcome の差を比較するようなもので

あると考えられる。本研究においては、弾力的な働き方支援や育児休業が実際使われてい

るような企業で働く労働者とそうでない労働者を比較して、outcome である結婚行動につ

いて分析するものである。 

つまり注目すべき点は、単なる両立支援の有無による結婚の差 

Y(1) - Y(0) 
ではなく、「両立支援を引き続き受ける際に、結婚効果に与える平均的な影響」なのである。 

E [Y (1) |D = 1] - E [Y (0) |D = 1] 

しかし、E [Y (0) |D = 1]は観測不可能であることから、傾向スコアによって決まる 

E [Y (1) |D = 1, P(X)] − E [Y (0) |D = 0, P(X)] 
により、より傾向の近いグループ間における比較分析を行うというものである。 

ここでいう傾向スコアは、 

P (Xi) = P (Di= 1|Xi) 

0 < P (Di = 1|Xi) < 1 
と表される（Caliendo and Kopeinig 2008）。 

本研究で PSM を行うにあたり、できるだけ傾向の近い個人をマッチングさせるため、処

置グループ、制御グループそれぞれの傾向スコアが近いサンプルのみを利用して、１対１

マッチングを行う。更に１対１マッチングを行うにあたり、傾向スコアの差が 0.25SD より

大きい場合、そのサンプルを除外する Caliper Matching（Rosenbaum and Rubin 1985）をおこ

なう。 

 

傾向スコアマッチングで用いるロジットモデルは以下の通りである。 

 
モデル１：傾向スコアマッチング（PSM） 

PSM に用いるロジットモデル 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖=α+ 𝑋𝑋𝑖𝑖β+ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖γ+𝜀𝜀𝑖𝑖 

𝑦𝑦𝑖𝑖=1  if 𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖> 0,   
𝑦𝑦𝑖𝑖=0  𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 
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デル３）。モデルの詳細は以下のとおりである。 

傾向スコアマッチング（PSM）とは、観測データによって見られた特性を用いて、統計

的な制御グループを見つけ出してマッチングを行い、outcome における因果効果を測定す

る手法である（Khandker et al. 2010）。PSM は、因果効果を推論するためのセミパラメトリ

ックなマッチングの手法であり、ランダム化比較実験（RCT）の実施が困難な場合、現在

収集されているデータを用いて準実験的な状況をつくり、効果を測定する方法の一つであ

る。PSM では、それぞれ傾向スコアが近いサンプルを選んでマッチングさせ比較するため、

あたかも同じ個人において処置前と処置後における outcome の差を比較するようなもので

あると考えられる。本研究においては、弾力的な働き方支援や育児休業が実際使われてい

るような企業で働く労働者とそうでない労働者を比較して、outcome である結婚行動につ

いて分析するものである。 

つまり注目すべき点は、単なる両立支援の有無による結婚の差 

Y(1) - Y(0) 
ではなく、「両立支援を引き続き受ける際に、結婚効果に与える平均的な影響」なのである。 

E [Y (1) |D = 1] - E [Y (0) |D = 1] 
しかし、E [Y (0) |D = 1]は観測不可能であることから、傾向スコアによって決まる 

E [Y (1) |D = 1, P(X)] − E [Y (0) |D = 0, P(X)] 
により、より傾向の近いグループ間における比較分析を行うというものである。 

ここでいう傾向スコアは、 

P (Xi) = P (Di= 1|Xi) 

0 < P (Di = 1|Xi) < 1 
と表される（Caliendo and Kopeinig 2008）。 

本研究で PSM を行うにあたり、できるだけ傾向の近い個人をマッチングさせるため、処

置グループ、制御グループそれぞれの傾向スコアが近いサンプルのみを利用して、１対１

マッチングを行う。更に１対１マッチングを行うにあたり、傾向スコアの差が 0.25SD より

大きい場合、そのサンプルを除外する Caliper Matching（Rosenbaum and Rubin 1985）をおこ

なう。 

 
傾向スコアマッチングで用いるロジットモデルは以下の通りである。 

 
モデル１：傾向スコアマッチング（PSM） 

PSM に用いるロジットモデル 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖=α+ 𝑋𝑋𝑖𝑖β+ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖γ+𝜀𝜀𝑖𝑖 

𝑦𝑦𝑖𝑖=1  if 𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖> 0,   
𝑦𝑦𝑖𝑖=0  𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 

職場の両立支援・子育て支援が結婚行動に与える影響 

11 

 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖：両立支援にかかる潜在変数 

𝑋𝑋𝑖𝑖 ：職場環境を表す行列 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶′𝑖𝑖：個人の属性を含む制御変数を表す行列 

𝜀𝜀𝑖𝑖：誤差項 

 

本研究ではまず、傾向スコアを用いない単純な差の平均を算出（Unmatched）する。次に

上記のモデルで算出された傾向スコアを用いてマッチングを行い、処置群における平均的

処置効果（ATT）を算出し、結果について比較検討を行う。 

 

次にそれぞれの両立支援が結婚行動に与える影響について、結婚行動に関わる変数も投

入したロジスティク回帰を行う。 

モデル２：ロジットモデル 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖=α+ 𝛽𝛽1𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖 + 𝑋𝑋𝑖𝑖𝛾𝛾1+ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝛾𝛾2+𝜀𝜀𝑖𝑖 

 𝑦𝑦𝑖𝑖=1  if 𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖> 0,   
𝑦𝑦𝑖𝑖=0  𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖：結婚にかかる潜在変数 

𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑖𝑖 ：利用可能な両立支援 

𝑋𝑋𝑖𝑖 ：職場環境を表す行列 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖：個人の属性を含む制御変数を表す行列 

𝜀𝜀𝑖𝑖：誤差項 

 

上記のモデルについて、まずは通常のウエイトを用いて推定を行う。続いて傾向スコア

を用いて以下のウエイトを作成し、結果を比較する（山本 2015）。 

 

𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊ℎ𝑡𝑡𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝐷𝐷𝑖𝑖
𝑃𝑃𝑆𝑆ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖

+ 1 −𝐷𝐷𝑖𝑖
1 − 𝑃𝑃𝑆𝑆ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑖𝑖

 

 

𝑃𝑃𝑆𝑆ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 :傾向スコア 
𝐷𝐷𝑖𝑖：処置群 

 

最後に、本研究で注目した全ての支援の効果を比較する為、全ての変数を同一モデル

に投入して分析を行う。 

モデル３：全ての変数を投入したモデル 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖=α+ ∑𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗𝛽𝛽1𝑗𝑗 + 𝑋𝑋𝑖𝑖𝛾𝛾1+ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖𝛾𝛾2+𝜀𝜀𝑖𝑖 
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 𝑦𝑦𝑖𝑖=1  if 𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖> 0,   
𝑦𝑦𝑖𝑖=0  𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖：結婚にかかる潜在変数 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗：利用可能な両立支援 

𝑋𝑋𝑖𝑖 ：職場環境を表す行列 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖：個人の属性を含む制御変数を表す行列 

𝜀𝜀𝑖𝑖：誤差項 

i=1…I 

j=1…4 

 

2.3 変数 
分析に用いた変数の定義は以下の通りである。 

利用可能な両立支援の内、弾力的な働き方は大きく次の３つを分析に用いている。まず、

時間における裁量が認められているもの（出勤を伴うが弾力的な働き方）として、「（配偶

者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの同僚で、実際に使っ

ている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「時差勤務制度（始業時間と終

業時間をセットでずらす勤務形態）」「フレックスタイム制度（始業時間、就業時間とも、

ある程度、柔軟に選べる）」を統合して分析に用いる。次に時間と場所両方における裁量が

認められているもの（弾力的な働き方）は、「週１～２日程度の在宅勤務・テレワーク」「週

３日以上の在宅勤務・テレワーク」を統合して用いる。そして労働者の事情に関わらず、

特定の日に一斉に退社を行う制度として、「ノー残業デーの設置」を分析に用いることにし

た。次に育児休業については、同様の質問項目の選択肢の内、「１歳を超える子育て期間中

の育児休業制度取得」「子どもが原則１歳（最長２歳）までの育児休業とは異なり、もっと

大きな子どもの育児のために取得できる休暇制度」を統合して用いた。また、長時間職場

に拘束されている労働者を表す変数として、週 40 時間を超える労働を行っているかについ

てのダミー変数を分析に用いている。 

その他職場環境を制御する変数として、労働時間3、雇用タイプ（正規）、経験年数、労

働スケジュール（平日日中の勤務のみ）、転勤可能性、物価調整済み年収、従業員規模 300

人以上、業種を用いた。また、結婚行動を表す変数としては、親との同居、同棲経験、希望

する子どもの数、自分がこなせる家事（個数）、結婚相手への要求（年齢・年収・就業・学歴・

身長・体型・家事能力を気にするか否か）を投入している。最後に個人の属性を含めたその

他の変数として、年齢、性別、学歴（大卒以上）、長男・長女、物価調整済み資産額ならびに

学生ローン、そして居住地域（大都市のある都道府県）を用い、コントロールした。 

 
3 総労働時間と週 40時間をこえる労働ダミーを入れた場合、いずれも統計的有意差が得られなくなった。

この場合、原因として多重共線性の可能性が考えられるため、ここでは、残業時間を除いた労働時間を入

れることにした。 
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 𝑦𝑦𝑖𝑖=1  if 𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖> 0,   
𝑦𝑦𝑖𝑖=0  𝑜𝑜𝑜𝑜ℎ𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 

𝑦𝑦 ∗𝑖𝑖：結婚にかかる潜在変数 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑗𝑗𝑗𝑗：利用可能な両立支援 

𝑋𝑋𝑖𝑖 ：職場環境を表す行列 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑖𝑖：個人の属性を含む制御変数を表す行列 

𝜀𝜀𝑖𝑖：誤差項 

i=1…I 

j=1…4 

 

2.3 変数 
分析に用いた変数の定義は以下の通りである。 

利用可能な両立支援の内、弾力的な働き方は大きく次の３つを分析に用いている。まず、

時間における裁量が認められているもの（出勤を伴うが弾力的な働き方）として、「（配偶

者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの同僚で、実際に使っ

ている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「時差勤務制度（始業時間と終

業時間をセットでずらす勤務形態）」「フレックスタイム制度（始業時間、就業時間とも、

ある程度、柔軟に選べる）」を統合して分析に用いる。次に時間と場所両方における裁量が

認められているもの（弾力的な働き方）は、「週１～２日程度の在宅勤務・テレワーク」「週

３日以上の在宅勤務・テレワーク」を統合して用いる。そして労働者の事情に関わらず、

特定の日に一斉に退社を行う制度として、「ノー残業デーの設置」を分析に用いることにし

た。次に育児休業については、同様の質問項目の選択肢の内、「１歳を超える子育て期間中

の育児休業制度取得」「子どもが原則１歳（最長２歳）までの育児休業とは異なり、もっと

大きな子どもの育児のために取得できる休暇制度」を統合して用いた。また、長時間職場

に拘束されている労働者を表す変数として、週 40 時間を超える労働を行っているかについ

てのダミー変数を分析に用いている。 

その他職場環境を制御する変数として、労働時間3、雇用タイプ（正規）、経験年数、労

働スケジュール（平日日中の勤務のみ）、転勤可能性、物価調整済み年収、従業員規模 300

人以上、業種を用いた。また、結婚行動を表す変数としては、親との同居、同棲経験、希望

する子どもの数、自分がこなせる家事（個数）、結婚相手への要求（年齢・年収・就業・学歴・

身長・体型・家事能力を気にするか否か）を投入している。最後に個人の属性を含めたその

他の変数として、年齢、性別、学歴（大卒以上）、長男・長女、物価調整済み資産額ならびに

学生ローン、そして居住地域（大都市のある都道府県）を用い、コントロールした。 

 
3 総労働時間と週 40時間をこえる労働ダミーを入れた場合、いずれも統計的有意差が得られなくなった。

この場合、原因として多重共線性の可能性が考えられるため、ここでは、残業時間を除いた労働時間を入

れることにした。 
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３．結果と考察 

3.1 記述統計量 
本研究で使用する変数について、現在未既婚別・男女別に分けて集計したものを表１、

表２に掲載している。これらの記述統計量は、現在の独身者と、現在の既婚者が今の配偶

者と交際を開始した独身当時の状況を比較していることに留意されたい。 

まず、本研究で注目した４つの支援の内、最も職場で利用されていると考えられるのは

大きな子どもに対する育児休業で、約 30％から 50％に近い労働者が「あなた自身、もしく

は、周りの同僚で、実際に使っている人がいた」と回答している。育児休業については特

に現在結婚している女性で最も高く、彼女たちは実際に利用している（いた）可能性が高

い。次に現在既婚男性、独身女性、独身男性と続く。次にフレックスタイムなど、時間に

対する裁量だけが認められている支援が普及しており、その普及割合率は約 25％から 40％

であった。そしてリモートワークなどの時間と場所の両方についての弾力的な働き方の普

及率が約 10％から 26％、ノー残業デーが約 16％から 22％と続いた。自分自身や周りの同

僚の中で、これらの弾力的な働き方支援を実際に使っていたと回答した割合が最も低かっ

たのは、いずれも現在結婚している女性であった。 

次に週平均労働時間を確認すると、男性がより長く働いている傾向がみられた。特に長

く働いていたのは現在結婚している男性の独身時代で、週平均約 45 時間と現在独身の男

性と比較しても約４時間長い。また女性については、現在結婚している女性は独身時代に

週平均約 40 時間働いており、現在独身の女性と比較して約２時間長く働いていた。これに

伴い、週 40 時間以上残業している割合について確認すると、独身男性と比較して現在結婚

している男性が最も高く 75.0％、女性も現在結婚している女性の独身時代の方が高く

64.6％と、独身女性と比較して 6.4％高かった。次に正規雇用労働者の割合は、現在既婚男

性が 93.4％と、独身男性の 81.1％と比較して 12.3％高く、正規雇用が結婚する割合が高い

といえる。この傾向は女性も同様で、現在結婚している女性が独身時代に正規雇用労働者

であった割合は、現在独身の女性と比較して 4.1％高い。同様の傾向は企業規模にも見られ、

従業員 300 人以上の企業で働いている労働者の割合が最も高いのは、現在結婚している男

性労働者で（59.7％）、一方、女性については独身者の方が従業員 300 人以上の企業で働い

ている割合がわずかに高かった（42.6％）。年収にも同様の傾向が見られ、最も年収が高か

ったのは現在結婚している男性の独身時代の年収で約 403 万円、現在独身の男性労働者と

比較して、約 42 万円高い。これは女性労働者においても同様で、現在結婚している女性で

約 11 万円高かった。学歴が大卒以上の割合については、男性では現在既婚者、女性では独

身者がやや高い傾向がみられた。 
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表１ 記述統計量（男性） 

 

  

------------ Mean std. err. [95% conf. interval] Mean std. err. [95% conf. interval]
裁量労働出勤型（時差勤務・フレックスタイム） 0.405 0.013 0.380 0.430 0.347 0.013 0.321 0.374
裁量労働（在宅勤務・テレワーク） 0.245 0.011 0.223 0.267 0.160 0.010 0.139 0.180
ノー残業デーの設置 0.203 0.011 0.183 0.224 0.216 0.012 0.193 0.238
育児休暇の取得（子どもが1歳を超えて、さらに大
きな子どもの育児のために取得できる休暇制度） 0.310 0.012 0.287 0.334 0.437 0.014 0.410 0.465

年齢 29.479 0.076 29.329 29.629 30.264 0.082 30.102 30.425
大卒以上 0.708 0.012 0.685 0.732 0.720 0.013 0.695 0.744
長男・長女 0.688 0.012 0.665 0.712 0.677 0.013 0.651 0.703
週平均労働時間 40.320 0.417 39.501 41.138 44.794 0.470 43.871 45.717
週４０時間以上労働 0.672 0.012 0.647 0.696 0.750 0.012 0.727 0.774
正規雇用 0.811 0.010 0.791 0.831 0.934 0.007 0.920 0.948
業務形態（平日日中の勤務のみ） 0.501 0.013 0.475 0.527 0.460 0.014 0.433 0.488
仕事の経験年数 6.841 0.091 6.662 7.019 5.109 0.097 4.920 5.299
転勤可能性あり 0.354 0.013 0.329 0.379 0.378 0.014 0.352 0.405
企業規模（300人以上） 0.469 0.013 0.443 0.495 0.597 0.014 0.570 0.624
年収（万円） 382.298 5.394 371.718 392.878 424.504 5.984 412.765 436.243
金融資産（万円） 401.002 12.829 375.838 426.166 283.292 10.957 261.798 304.787
教育ローン（万円） 54.180 3.596 47.127 61.233 72.395 4.336 63.890 80.900
農林漁業に関わる職業 0.019 0.004 0.012 0.026 0.009 0.003 0.003 0.014
農林水産以外の自営業 0.002 0.001 0.000 0.005 0.001 0.001 -0.001 0.004
専門・技術的職業 0.190 0.010 0.170 0.210 0.204 0.011 0.182 0.227
管理職的な仕事 0.011 0.003 0.006 0.017 0.019 0.004 0.011 0.026
事務的な仕事 0.159 0.010 0.140 0.178 0.172 0.011 0.151 0.193
営業・販売の仕事 0.117 0.008 0.100 0.133 0.173 0.011 0.152 0.194
技能工・生産工程に関わる職業 0.159 0.010 0.140 0.178 0.121 0.009 0.103 0.139
運輸・通信の仕事 0.049 0.006 0.038 0.060 0.035 0.005 0.025 0.045
保安的職業 0.021 0.004 0.014 0.029 0.048 0.006 0.036 0.059
サービスの職業 0.109 0.008 0.093 0.125 0.092 0.008 0.076 0.108
その他 0.164 0.010 0.145 0.183 0.126 0.009 0.107 0.144
希望子ども数 1.314 0.028 1.259 1.369 1.937 0.025 1.888 1.987
可能な家事の個数 5.809 0.075 5.662 5.955 5.024 0.076 4.875 5.172
同棲経験 0.054 0.006 0.043 0.066 0.528 0.014 0.501 0.556
親と同居 0.413 0.013 0.387 0.438 0.315 0.013 0.290 0.341
年齢希望なし 0.215 0.011 0.194 0.236 0.304 0.013 0.278 0.329
年収希望なし 0.406 0.013 0.380 0.431 0.562 0.014 0.534 0.589
就業希望なし 0.454 0.013 0.428 0.479 0.498 0.014 0.471 0.526
学歴希望なし 0.558 0.013 0.532 0.583 0.593 0.014 0.566 0.620
身長希望なし 0.649 0.013 0.625 0.674 0.671 0.013 0.646 0.697
体型希望なし 0.202 0.010 0.182 0.223 0.261 0.012 0.236 0.285
家事能力希望なし 0.509 0.013 0.483 0.535 0.521 0.014 0.493 0.548
大都市のある都道府県 0.606 0.013 0.580 0.631 0.641 0.013 0.615 0.667

独身男性(n=1,539) 既婚男性(n= 1,365)
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表１ 記述統計量（男性） 

 

  

------------ Mean std. err. [95% conf. interval] Mean std. err. [95% conf. interval]
裁量労働出勤型（時差勤務・フレックスタイム） 0.405 0.013 0.380 0.430 0.347 0.013 0.321 0.374
裁量労働（在宅勤務・テレワーク） 0.245 0.011 0.223 0.267 0.160 0.010 0.139 0.180
ノー残業デーの設置 0.203 0.011 0.183 0.224 0.216 0.012 0.193 0.238
育児休暇の取得（子どもが1歳を超えて、さらに大
きな子どもの育児のために取得できる休暇制度） 0.310 0.012 0.287 0.334 0.437 0.014 0.410 0.465

年齢 29.479 0.076 29.329 29.629 30.264 0.082 30.102 30.425
大卒以上 0.708 0.012 0.685 0.732 0.720 0.013 0.695 0.744
長男・長女 0.688 0.012 0.665 0.712 0.677 0.013 0.651 0.703
週平均労働時間 40.320 0.417 39.501 41.138 44.794 0.470 43.871 45.717
週４０時間以上労働 0.672 0.012 0.647 0.696 0.750 0.012 0.727 0.774
正規雇用 0.811 0.010 0.791 0.831 0.934 0.007 0.920 0.948
業務形態（平日日中の勤務のみ） 0.501 0.013 0.475 0.527 0.460 0.014 0.433 0.488
仕事の経験年数 6.841 0.091 6.662 7.019 5.109 0.097 4.920 5.299
転勤可能性あり 0.354 0.013 0.329 0.379 0.378 0.014 0.352 0.405
企業規模（300人以上） 0.469 0.013 0.443 0.495 0.597 0.014 0.570 0.624
年収（万円） 382.298 5.394 371.718 392.878 424.504 5.984 412.765 436.243
金融資産（万円） 401.002 12.829 375.838 426.166 283.292 10.957 261.798 304.787
教育ローン（万円） 54.180 3.596 47.127 61.233 72.395 4.336 63.890 80.900
農林漁業に関わる職業 0.019 0.004 0.012 0.026 0.009 0.003 0.003 0.014
農林水産以外の自営業 0.002 0.001 0.000 0.005 0.001 0.001 -0.001 0.004
専門・技術的職業 0.190 0.010 0.170 0.210 0.204 0.011 0.182 0.227
管理職的な仕事 0.011 0.003 0.006 0.017 0.019 0.004 0.011 0.026
事務的な仕事 0.159 0.010 0.140 0.178 0.172 0.011 0.151 0.193
営業・販売の仕事 0.117 0.008 0.100 0.133 0.173 0.011 0.152 0.194
技能工・生産工程に関わる職業 0.159 0.010 0.140 0.178 0.121 0.009 0.103 0.139
運輸・通信の仕事 0.049 0.006 0.038 0.060 0.035 0.005 0.025 0.045
保安的職業 0.021 0.004 0.014 0.029 0.048 0.006 0.036 0.059
サービスの職業 0.109 0.008 0.093 0.125 0.092 0.008 0.076 0.108
その他 0.164 0.010 0.145 0.183 0.126 0.009 0.107 0.144
希望子ども数 1.314 0.028 1.259 1.369 1.937 0.025 1.888 1.987
可能な家事の個数 5.809 0.075 5.662 5.955 5.024 0.076 4.875 5.172
同棲経験 0.054 0.006 0.043 0.066 0.528 0.014 0.501 0.556
親と同居 0.413 0.013 0.387 0.438 0.315 0.013 0.290 0.341
年齢希望なし 0.215 0.011 0.194 0.236 0.304 0.013 0.278 0.329
年収希望なし 0.406 0.013 0.380 0.431 0.562 0.014 0.534 0.589
就業希望なし 0.454 0.013 0.428 0.479 0.498 0.014 0.471 0.526
学歴希望なし 0.558 0.013 0.532 0.583 0.593 0.014 0.566 0.620
身長希望なし 0.649 0.013 0.625 0.674 0.671 0.013 0.646 0.697
体型希望なし 0.202 0.010 0.182 0.223 0.261 0.012 0.236 0.285
家事能力希望なし 0.509 0.013 0.483 0.535 0.521 0.014 0.493 0.548
大都市のある都道府県 0.606 0.013 0.580 0.631 0.641 0.013 0.615 0.667

独身男性(n=1,539) 既婚男性(n= 1,365)

職場の両立支援・子育て支援が結婚行動に与える影響 

15 

表２ 記述統計量（女性） 

 
 

このように、現在結婚している労働者の独身時代と現在独身である労働者を比較すると、

学歴にほとんど差は見られなかったが、働き方の状況については男女ともに、現在独身者

と比較して現在結婚している労働者において正規雇用が多く、職場の拘束時間（労働時間）

が長い割合が高い。また、大企業勤務の割合も高い。特に男性においては、年収が高い方

が結婚をしていることが記述統計量より確認された。 

Mean std. err. [95% conf. interval] Mean std. err. [95% conf. interval]
裁量労働出勤型（時差勤務・フレックスタイム） 0.400 0.014 0.373 0.427 0.246 0.014 0.220 0.273
裁量労働（在宅勤務・テレワーク） 0.264 0.012 0.240 0.289 0.095 0.009 0.077 0.113
ノー残業デーの設置 0.171 0.011 0.150 0.192 0.164 0.012 0.141 0.187
育児休暇の取得（子どもが1歳を超えて、さらに大
きな子どもの育児のために取得できる休暇制度） 0.407 0.014 0.380 0.434 0.477 0.016 0.446 0.508

年齢 29.158 0.081 28.999 29.318 30.076 0.099 29.881 30.271
大卒以上 0.628 0.014 0.602 0.655 0.511 0.016 0.480 0.543
長男・長女 0.632 0.013 0.606 0.659 0.622 0.015 0.592 0.653
週平均労働時間 37.818 0.406 37.022 38.614 39.597 0.528 38.562 40.633
週４０時間以上労働 0.582 0.014 0.554 0.609 0.646 0.015 0.616 0.676
正規雇用 0.747 0.012 0.723 0.771 0.788 0.013 0.762 0.814
業務形態（平日日中の勤務のみ） 0.522 0.014 0.495 0.550 0.423 0.016 0.392 0.454
仕事の経験年数 7.016 0.098 6.823 7.208 5.324 0.117 5.094 5.554
転勤可能性あり 0.210 0.012 0.188 0.233 0.130 0.010 0.109 0.150
企業規模（300人以上） 0.426 0.014 0.398 0.453 0.415 0.016 0.384 0.445
年収（万円） 311.696 4.666 302.543 320.849 322.507 5.418 311.876 333.138
金融資産（万円） 315.320 11.383 292.991 337.648 265.789 11.511 243.203 288.375
教育ローン（万円） 45.420 3.370 38.809 52.032 51.226 4.001 43.375 59.076
農林漁業に関わる職業 0.002 0.001 0.000 0.005 0.003 0.002 0.000 0.006
農林水産以外の自営業 0.002 0.001 -0.001 0.004 0.002 0.002 -0.001 0.006
専門・技術的職業 0.194 0.011 0.172 0.215 0.223 0.013 0.197 0.249
管理職的な仕事 0.004 0.002 0.001 0.007 0.001 0.001 -0.001 0.004
事務的な仕事 0.280 0.013 0.255 0.304 0.251 0.014 0.224 0.278
営業・販売の仕事 0.115 0.009 0.097 0.133 0.116 0.010 0.096 0.135
技能工・生産工程に関わる職業 0.044 0.006 0.033 0.056 0.030 0.006 0.019 0.041
運輸・通信の仕事 0.011 0.003 0.005 0.016 0.017 0.004 0.009 0.025
保安的職業 0.006 0.002 0.002 0.011 0.005 0.002 0.001 0.010
サービスの職業 0.149 0.010 0.130 0.169 0.193 0.012 0.169 0.217
その他 0.193 0.011 0.172 0.215 0.158 0.011 0.136 0.181
希望子ども数 1.258 0.029 1.201 1.315 1.908 0.028 1.854 1.963
可能な家事の個数 6.188 0.077 6.036 6.340 6.059 0.081 5.900 6.217
同棲経験 0.086 0.008 0.070 0.102 0.497 0.016 0.466 0.528
親と同居 0.431 0.014 0.404 0.458 0.479 0.016 0.448 0.511
年齢希望なし 0.123 0.009 0.105 0.140 0.223 0.013 0.197 0.249
年収希望なし 0.105 0.009 0.088 0.122 0.279 0.014 0.251 0.307
就業希望なし 0.081 0.008 0.066 0.095 0.112 0.010 0.093 0.132
学歴希望なし 0.340 0.013 0.314 0.366 0.446 0.016 0.415 0.477
身長希望なし 0.279 0.013 0.255 0.304 0.277 0.014 0.249 0.305
体型希望なし 0.145 0.010 0.125 0.164 0.208 0.013 0.183 0.234
家事能力希望なし 0.706 0.013 0.681 0.731 0.640 0.015 0.610 0.670
大都市のある都道府県 0.643 0.013 0.617 0.669 0.625 0.015 0.595 0.655

独身女性(n= 1,393) 既婚女性(n=1,062)

－ 210 － － 211 －



『経済分析』第 211 号 

16 

次に、本研究で注目している両立支援が実際に使われているような労働環境について、

クロス集計を用いて確認したものが図１から図４である。まず地域別に確認すると、ノー

残業デー以外はいずれも大都市圏で弾力的な働き方支援がある割合が高い（図１）。また企

業規模別で確認すると、従業員 300 人以上の大企業で高い（図２）。中でも最も普及してい

るのは育児休業で、大企業では約 50.4％が実際に使われていたと回答する一方、中小企業

では 30.4％が使われていた。雇用タイプ別にみると（図３）、正規雇用労働者で両立支援が

実際使われていると回答した割合が高い。男女別に確認すると、育児休業については特に

女性の正規雇用労働者で約 48.6％が使われていると回答した（図４）。最後に年収に注目す

ると、弾力的な働き方支援が実際に使われていると回答した労働者で年収が高いという結

果であった。総じて両立支援が普及している職場は、都会の大企業で比較的賃金が高い職

場であった。これは森川（2020）で示された傾向と概ね整合的である。さらに本研究では

この傾向に男女間で差が見られないという結果も示された。 

 
図１ 記述統計量（クロス集計）：弾力的な働き方支援・育児休業 

 
※上記のクロス集計は弾力的な働き方が「ある」と回答した割合のみ

を掲載したものである。それぞれの数値は「ある」「なし」を合計

した値を１とした場合の「ある」の割合である。 
 

図２ 記述統計量（クロス集計）：弾力的な働き方支援・育児休業 

 
※図１に同じ 
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次に、本研究で注目している両立支援が実際に使われているような労働環境について、

クロス集計を用いて確認したものが図１から図４である。まず地域別に確認すると、ノー

残業デー以外はいずれも大都市圏で弾力的な働き方支援がある割合が高い（図１）。また企

業規模別で確認すると、従業員 300 人以上の大企業で高い（図２）。中でも最も普及してい

るのは育児休業で、大企業では約 50.4％が実際に使われていたと回答する一方、中小企業

では 30.4％が使われていた。雇用タイプ別にみると（図３）、正規雇用労働者で両立支援が

実際使われていると回答した割合が高い。男女別に確認すると、育児休業については特に

女性の正規雇用労働者で約 48.6％が使われていると回答した（図４）。最後に年収に注目す

ると、弾力的な働き方支援が実際に使われていると回答した労働者で年収が高いという結

果であった。総じて両立支援が普及している職場は、都会の大企業で比較的賃金が高い職

場であった。これは森川（2020）で示された傾向と概ね整合的である。さらに本研究では

この傾向に男女間で差が見られないという結果も示された。 

 
図１ 記述統計量（クロス集計）：弾力的な働き方支援・育児休業 

 
※上記のクロス集計は弾力的な働き方が「ある」と回答した割合のみ

を掲載したものである。それぞれの数値は「ある」「なし」を合計

した値を１とした場合の「ある」の割合である。 
 

図２ 記述統計量（クロス集計）：弾力的な働き方支援・育児休業 

 
※図１に同じ 
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図３ 記述統計量（クロス集計）：弾力的な働き方支援・育児休業 

 
※図１に同じ 

 
図４ 記述統計量（クロス集計）：弾力的な働き方支援・育児休業 

 
※図１に同じ 

 
最後に、両立支援がある職場環境では、どのような賃金が得られているかについて確認

したのが表３である。ここではそれぞれの支援の有無別で平均年収を比較している。通常、

両立支援など労働条件の改善がみられる場合、労働者の効用にとっては実質的な賃金上昇

と同じ意味を持つため、多少賃金が低くても受け入れる、つまり負の補償賃金が生じると

言われているが（森川 2020）、今回の分析では比較的年収の高い職場で両立支援が整って

いるという結果であった。これは、労働者によい賃金を出せるような体力のある企業で環

境整備が進んでいると考えられる。 

 
表３ 弾力的な働き方支援・育児休業別平均年収 

年収（物価調整済み）
（万円） 

裁量労働 
出勤型 

裁量労働 ノー残業デー 育児休業 

あり 397.73 422.56 405.33 402.75 
なし 324.04 332.28 336.83 317.15 

0.373

0.200 0.199

0.428

0.211
0.130 0.097

0.167

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

雇用タイプ別

正規 その他

0.342

0.225

0.397

0.1900.183
0.145 0.212

0.108
0.172

0.116

0.220

0.069

0.486

0.202

0.384

0.115
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正規 その他 正規 その他
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3.2 解析結果 
ここからは、弾力的な働き方支援と育児休業が結婚行動に与える影響をより詳細に分析

するため、それぞれの支援を結婚行動に対する介入ととらえ、傾向スコアマッチングをお

こない平均的処置効果を算出し結果を表４に掲載した。Unmatched は、処置グループと制

御グループとの間で PSM を行わずに算出した平均の差である。続いて PSM を行い、処置

グループにおける平均的処置効果（ATT）を算出した結果を掲載している。この結果は先

述の通り、caliper を用いて傾向がより近いサンプルのみをマッチングして算出したもので

ある。なお、それぞれの傾向スコアの overlap condition は付表１－１、１－２に掲載してい

る。overlap condition を確認すると、育児休暇制度の有無で分類したグループで傾向スコア

の分布のピークに違いが見られたが、総じて PSM にあたり、分析が不可能になるような大

きなサンプルの脱落は起こっていないと考える。また、傾向スコアを作成する際に用いた

変数それぞれの平均値を比較した所、統計的な有意差は見られなかった（付表２－１～２

－４）これらのことから統計的に似た傾向の個人がマッチしたことが確認された。これら

も合わせて踏まえ、表４の結果について検討を行う。 

 

表４ 平均的処置効果 

 
※ATT の S.E.はいずれも Bootstrap S.E.を算出の上掲載、50 回の Replication を行った（Mooney and Duval 

1993）。 
※Caliper は通常 0.25SD が適切であるとされている（Rosenbaum and Rubin 1985）。 

 
まず、統計的に有意な差が見られたものは、男女ともにフレックスタイム制などの出勤

を伴うが弾力的な働き方、テレワークなどの時間・場所両方における弾力的な働き方、よ

り大きな子どもに対する育児休業であった。すべての社員が一斉に定時で退社するノー残

業デーについては、男女ともに統計的に有意な差は見られなかった。それぞれの介入効果

を確認すると、男女ともに弾力的な働き方が実際に行われているような職場環境は結婚行

動にマイナス、育児休業は結婚行動にプラスの影響が見られた。特に強い影響が見られた

のは、女性に対する弾力的な働き方（在宅勤務・リモートワーク）で、ATT を確認すると

女性の結婚確率を 24.4%減少させていることがわかった。また男性においては約 6.2％減少

させた。男性の結婚確率をもっとも減少させる職場環境については出勤を伴うが弾力的な

結婚行動 Difference S.E.  Difference S.E. Difference S.E. Difference S.E.
女性
Unmatched -0.165 0.021 -0.256 0.025 -0.010 0.027 0.072 0.020
ATE(Caliper:0.25SD) -0.096 0.025 -0.244 0.029 -0.020 0.030 0.082 0.023

男性
Unmatched -0.057 0.019 -0.131 0.023 0.026 0.023 0.135 0.019
ATE(Caliper:0.25SD) -0.096 0.022 -0.062 0.032 -0.010 0.029 0.123 0.024

裁量労働出勤型
（時差勤務・フレックス

タイム）

裁量労働
（在宅勤務・テレワーク）

ノー残業デーの設置

育児休暇の取得
（子どもが1歳を超えて、さら
に大きな子どもの育児のため
に取得できる休暇制度）
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3.2 解析結果 
ここからは、弾力的な働き方支援と育児休業が結婚行動に与える影響をより詳細に分析

するため、それぞれの支援を結婚行動に対する介入ととらえ、傾向スコアマッチングをお

こない平均的処置効果を算出し結果を表４に掲載した。Unmatched は、処置グループと制

御グループとの間で PSM を行わずに算出した平均の差である。続いて PSM を行い、処置

グループにおける平均的処置効果（ATT）を算出した結果を掲載している。この結果は先

述の通り、caliper を用いて傾向がより近いサンプルのみをマッチングして算出したもので

ある。なお、それぞれの傾向スコアの overlap condition は付表１－１、１－２に掲載してい

る。overlap condition を確認すると、育児休暇制度の有無で分類したグループで傾向スコア

の分布のピークに違いが見られたが、総じて PSM にあたり、分析が不可能になるような大

きなサンプルの脱落は起こっていないと考える。また、傾向スコアを作成する際に用いた

変数それぞれの平均値を比較した所、統計的な有意差は見られなかった（付表２－１～２

－４）これらのことから統計的に似た傾向の個人がマッチしたことが確認された。これら

も合わせて踏まえ、表４の結果について検討を行う。 

 
表４ 平均的処置効果 

 
※ATT の S.E.はいずれも Bootstrap S.E.を算出の上掲載、50 回の Replication を行った（Mooney and Duval 

1993）。 
※Caliper は通常 0.25SD が適切であるとされている（Rosenbaum and Rubin 1985）。 

 
まず、統計的に有意な差が見られたものは、男女ともにフレックスタイム制などの出勤

を伴うが弾力的な働き方、テレワークなどの時間・場所両方における弾力的な働き方、よ

り大きな子どもに対する育児休業であった。すべての社員が一斉に定時で退社するノー残

業デーについては、男女ともに統計的に有意な差は見られなかった。それぞれの介入効果

を確認すると、男女ともに弾力的な働き方が実際に行われているような職場環境は結婚行

動にマイナス、育児休業は結婚行動にプラスの影響が見られた。特に強い影響が見られた

のは、女性に対する弾力的な働き方（在宅勤務・リモートワーク）で、ATT を確認すると

女性の結婚確率を 24.4%減少させていることがわかった。また男性においては約 6.2％減少

させた。男性の結婚確率をもっとも減少させる職場環境については出勤を伴うが弾力的な

結婚行動 Difference S.E.  Difference S.E. Difference S.E. Difference S.E.
女性
Unmatched -0.165 0.021 -0.256 0.025 -0.010 0.027 0.072 0.020
ATE(Caliper:0.25SD) -0.096 0.025 -0.244 0.029 -0.020 0.030 0.082 0.023

男性
Unmatched -0.057 0.019 -0.131 0.023 0.026 0.023 0.135 0.019
ATE(Caliper:0.25SD) -0.096 0.022 -0.062 0.032 -0.010 0.029 0.123 0.024

裁量労働出勤型
（時差勤務・フレックス

タイム）

裁量労働
（在宅勤務・テレワーク）

ノー残業デーの設置

育児休暇の取得
（子どもが1歳を超えて、さら
に大きな子どもの育児のため
に取得できる休暇制度）
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働き方で 9.6％であった。一方、比較的大きな子どもを対象とした育児休業については、男

女共に結婚確率にプラスの影響が見られた。このプラスの影響は女性と比較して男性労働

者でやや高く、それぞれ結婚の確率を 8.2％（女性）、12.3％（男性）上昇させる効果が見ら

れた。 

次に結婚行動について、さらに職場環境に関わるその他の要因も合わせて比較検証する

という視点から、ロジットモデルを用いた分析を行った（モデル２）。その結果が表５から

表８に掲載されている。ここでは、結婚行動は職場環境以外にも本人の相手に対する要求

などからも影響を受けると考え、それらの要因を合わせて制御して分析を行った。モデル

２においては、弾力的な働き方支援と育児休業に関わる変数に加え、週 40 時間よりも長く

働く場合、結婚行動に与える影響もあわせて検討した。さらに男女別でそれぞれの傾向を

見るだけではなく、傾向スコアをウエイトに用いた分析結果も合わせて掲載した。 

 
表５ 出勤を伴うが弾力的な働き方（時差勤務制度・フレックスタイム制度） 

 
*本研究で用いたサンプルは実年齢が 25 歳以上 35 歳以下、既婚者の結婚年齢 25 歳以上 35 歳以下、結

婚５年以下、無職は除いたものである。 
**本研究での回帰モデルは属性情報（年齢、性別、学歴（大卒以上）長男・長女、資産額の対数値、学

生ローンの対数値、そして居住地域（大都市のある都道府県）、職場環境（労働時間、雇用タイプ（正

規）、経験年数、労働スケジュール（平日日中の勤務のみ）、転勤可能性、年収の対数値、従業員規模 300
人以上、業種）、結婚行動に関わる関数（親との同居、同棲経験、子ども希望、自分がこなせる家事（個

数）、年齢・年収・就業・学歴・身長・体型・家事能力を気にするか否か）がコントロールされている。

詳細は本文の「変数」の節を参照のこと。 
***出勤を伴うが弾力的な働き方とは、「（配偶者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もし

くは、周りの同僚で、実際に使っている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「時差勤務

制度（始業時間と終業時間をセットでずらす勤務形態）」「フレックスタイム制度（始業時間、就業時間

とも、ある程度、柔軟に選べる）」を統合したもの。 

 

結婚 全体 300 人以上企業 傾向スコア回帰 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 

VARIABLES margins margins margins margins margins margins 

              
出勤を伴うが弾力的な働き方 
（時差勤務・フレックスタイム） -0.0749*** -0.0897*** -0.0905*** -0.120*** -0.0824*** -0.105*** 

  (0.0169) (0.0141) (0.0233) (0.0188) (0.0172) (0.0151) 

週 40 時間以上労働 0.0755*** 0.0739*** 0.0835** 0.0938*** 0.0654*** 0.0590** 

  (0.0214) (0.0207) (0.0344) (0.0285) (0.0254) (0.0231) 

              

属性情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

              

Observations 2,455 2,904 1,026 1,520 2,448 2,904 

Robust Standard errors in parentheses             

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1             
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表６ 弾力的な働き方（在宅勤務・テレワーク） 

 
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***弾力的な働き方とは、「（配偶者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの

同僚で、実際に使っている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「週１～２日程度の在宅

勤務・テレワーク」「週３日以上の在宅勤務・テレワーク」を統合したもの。 
 

表７ ノー残業デー 

 
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***ノー残業デーとは、「（配偶者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの同

僚で、実際に使っている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「ノー残業デーの設置」で

ある。 

結婚 全体 300 人以上企業 傾向スコア回帰 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 

VARIABLES margins margins margins margins margins margins 

              
弾力的な働き方 
（在宅勤務・テレワーク） -0.122*** -0.0663*** -0.0966*** -0.0893*** -0.114*** -0.0913*** 

  (0.0208) (0.0170) (0.0287) (0.0221) (0.0197) (0.0176) 

週 40 時間以上労働 0.0762*** 0.0721*** 0.0840** 0.0826*** 0.0533* 0.0713*** 

  (0.0215) (0.0207) (0.0351) (0.0295) (0.0296) (0.0271) 

              

属性情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

              

Observations 2,455 2,904 1,026 1,520 2,444 2,904 

Robust Standard errors in parentheses             

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1             

 

結婚 全体 300 人以上企業 傾向スコア回帰 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 

VARIABLES margins margins margins margins margins margins 

              

ノー残業デーの設置 0.0303 -0.00335 0.0412 0.0123 0.0269 -0.00322 

  (0.0200) (0.0170) (0.0268) (0.0218) (0.0201) (0.0184) 

週 40 時間以上労働 0.0715*** 0.0704*** 0.0808** 0.0788*** 0.0979*** 0.0631** 

  (0.0215) (0.0208) (0.0347) (0.0297) (0.0287) (0.0278) 

              

属性情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

              

Observations 2,455 2,904 1,026 1,520 2,451 2,898 

Robust Standard errors in parentheses             

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1             
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表６ 弾力的な働き方（在宅勤務・テレワーク） 

 
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***弾力的な働き方とは、「（配偶者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの

同僚で、実際に使っている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「週１～２日程度の在宅

勤務・テレワーク」「週３日以上の在宅勤務・テレワーク」を統合したもの。 
 

表７ ノー残業デー 

 
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***ノー残業デーとは、「（配偶者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの同

僚で、実際に使っている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「ノー残業デーの設置」で

ある。 

結婚 全体 300 人以上企業 傾向スコア回帰 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 

VARIABLES margins margins margins margins margins margins 

              
弾力的な働き方 
（在宅勤務・テレワーク） -0.122*** -0.0663*** -0.0966*** -0.0893*** -0.114*** -0.0913*** 

  (0.0208) (0.0170) (0.0287) (0.0221) (0.0197) (0.0176) 

週 40 時間以上労働 0.0762*** 0.0721*** 0.0840** 0.0826*** 0.0533* 0.0713*** 

  (0.0215) (0.0207) (0.0351) (0.0295) (0.0296) (0.0271) 

              

属性情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

              

Observations 2,455 2,904 1,026 1,520 2,444 2,904 

Robust Standard errors in parentheses             

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1             

 

結婚 全体 300 人以上企業 傾向スコア回帰 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 

VARIABLES margins margins margins margins margins margins 

              

ノー残業デーの設置 0.0303 -0.00335 0.0412 0.0123 0.0269 -0.00322 

  (0.0200) (0.0170) (0.0268) (0.0218) (0.0201) (0.0184) 

週 40 時間以上労働 0.0715*** 0.0704*** 0.0808** 0.0788*** 0.0979*** 0.0631** 

  (0.0215) (0.0208) (0.0347) (0.0297) (0.0287) (0.0278) 

              

属性情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

              

Observations 2,455 2,904 1,026 1,520 2,451 2,898 

Robust Standard errors in parentheses             

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1             

 

職場の両立支援・子育て支援が結婚行動に与える影響 

21 

表８ 育児休業（子どもが１歳を超えて、さらに大きな子どもの育児のために取得可能） 

 
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***育児休業とは、「（配偶者と交際を開始したころ（既婚者票））あなた自身、もしくは、周りの同僚で、

実際に使っている人がいた制度はどれですか。」という質問項目の内、「１歳を超える子育て期間中の育

児休業制度取得」「子どもが原則１歳（最長２歳）までの育児休業とは異なり、もっと大きな子どもの

育児のために取得できる休暇制度」を統合して用いた。 

 
まず、弾力的な働き方支援・育児休業の結果において、PSM を行った結果と同様の傾向

が見られた。男女ともに出勤を伴うが弾力的な働き方または弾力的な働き方が可能な企業

で働いている場合、結婚行動にマイナスの結果、より大きな子どもに対する育児休業はプ

ラスの結果、そしてノー残業デーについては、統計的に有意差は見られなかった。これは、

傾向スコアをウエイトとして用いた場合も同じ結果であった。傾向スコア回帰の結果を確

認すると、出勤を伴うが弾力的な働き方ができる働き方支援が使える場合、男性の結婚確

率を約 10.5％、女性の結婚確率を約 8.2％減少させる一方で、弾力的な働き方は男性の結婚

確率を約 9.1％、女性の結婚確率を約 11.4％減少させるという結果が得られた。また育児休

業が利用可能な場合、男性の結婚確率を約 7.3％、女性については約 6.3％増加させていた。

また、残業をしている労働者で結婚確率が高かった。 

最後に弾力的な働き方支援・育児休業全ての変数を同一モデルに投入し、どれが結婚行

動に影響を与えているかについて検討を行う（表９）。まず、出勤を伴うが弾力的な働き方、

弾力的な働き方、そして育児休業においてはいずれも統計的に有意であり、これまでの傾

向と同様に、出勤を伴うが弾力的な働き方、弾力的な働き方は結婚にマイナスの影響、育

児休業はプラスの影響を与えていることが分かった。一方、ノー残業デーはこれまで統計

的に有意差が見られなかったが、女性について結婚にプラスの影響が見られた。最も影響

結婚 全体 300 人以上企業 傾向スコア回帰 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 

VARIABLES margins margins margins margins margins margins 

              
育児休暇の取得（子どもが 1 歳を超え

て、さらに大きな子どもの育児のため

に取得できる休暇制度） 
0.0646*** 0.0698*** 0.0584** 0.0672*** 0.0633*** 0.0730*** 

  (0.0158) (0.0141) (0.0243) (0.0194) (0.0163) (0.0153) 

週 40 時間以上労働 0.0712*** 0.0700*** 0.0810** 0.0773*** 0.0685*** 0.0633*** 

  (0.0215) (0.0205) (0.0346) (0.0294) (0.0227) (0.0235) 

              

属性情報 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

              

Observations 2,455 2,904 1,026 1,520 2,444 2,904 

Robust Standard errors in parentheses             

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1             
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が大きかったのは、女性では弾力的な働き方支援であった。弾力的な働き方が使える職場

環境にいる場合、女性の結婚確率が 11.2％低い結果であった。一方の男性については出勤

を伴うが弾力的な働き方の影響が強く、男性の結婚確率を約 9.3％減少させた。ノー残業デ

ーについては、他の支援との比較で検討すると、女性において統計的に有意である。ノー

残業デーが利用可能な職場において、女性の結婚確率を約 5.0％上昇させるという結果が

得られた。最後に、労働者が週 40 時間より長く拘束されている場合は男女ともにプラスに

有意な影響が見られ、結婚確率を約 7.5％高めていることが分かった。 

 
表９ 弾力的な働き方支援と育児休業：全体 

結婚 全体 

  男性 女性 男性 女性 

VARIABLES margins margins margins margins 

          
出勤を伴うが弾力的な働き方（時差勤務・

フレックスタイム） -0.0920*** -0.0703*** -0.0931*** -0.0707*** 

  (0.0151) (0.0187) (0.0151) (0.0186) 

弾力的な働き方（在宅勤務・テレワーク） -0.0497*** -0.112*** -0.0507*** -0.113*** 

  (0.0179) (0.0220) (0.0179) (0.0221) 

ノー残業デーの設置 -0.00112 0.0518** -0.000860 0.0496** 

  (0.0172) (0.0202) (0.0171) (0.0202) 

育児休暇（子どもが１歳を超えて、さらに

大きな子どもの育児のために取得可能） 0.0922*** 0.0829*** 0.0923*** 0.0823*** 

  (0.0145) (0.0161) (0.0144) (0.0160) 

週 40 時間以上労働     0.0747*** 0.0736*** 

      (0.0202) (0.0212) 

          

属性情報 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 

          

Observations 2,904 2,455 2,904 2,455 

Robust Standard errors in parentheses         

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1         
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***それぞれの弾力的な働き方支援の定義は表５から８を参照のこと 
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が大きかったのは、女性では弾力的な働き方支援であった。弾力的な働き方が使える職場

環境にいる場合、女性の結婚確率が 11.2％低い結果であった。一方の男性については出勤

を伴うが弾力的な働き方の影響が強く、男性の結婚確率を約 9.3％減少させた。ノー残業デ

ーについては、他の支援との比較で検討すると、女性において統計的に有意である。ノー

残業デーが利用可能な職場において、女性の結婚確率を約 5.0％上昇させるという結果が

得られた。最後に、労働者が週 40 時間より長く拘束されている場合は男女ともにプラスに

有意な影響が見られ、結婚確率を約 7.5％高めていることが分かった。 

 
表９ 弾力的な働き方支援と育児休業：全体 

結婚 全体 

  男性 女性 男性 女性 

VARIABLES margins margins margins margins 

          
出勤を伴うが弾力的な働き方（時差勤務・

フレックスタイム） -0.0920*** -0.0703*** -0.0931*** -0.0707*** 

  (0.0151) (0.0187) (0.0151) (0.0186) 

弾力的な働き方（在宅勤務・テレワーク） -0.0497*** -0.112*** -0.0507*** -0.113*** 

  (0.0179) (0.0220) (0.0179) (0.0221) 

ノー残業デーの設置 -0.00112 0.0518** -0.000860 0.0496** 

  (0.0172) (0.0202) (0.0171) (0.0202) 

育児休暇（子どもが１歳を超えて、さらに

大きな子どもの育児のために取得可能） 0.0922*** 0.0829*** 0.0923*** 0.0823*** 

  (0.0145) (0.0161) (0.0144) (0.0160) 

週 40 時間以上労働     0.0747*** 0.0736*** 

      (0.0202) (0.0212) 

          

属性情報 〇 〇 〇 〇 

職場環境 〇 〇 〇 〇 

結婚行動に関わる変数 〇 〇 〇 〇 

          

Observations 2,904 2,455 2,904 2,455 

Robust Standard errors in parentheses         

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1         
*表５に同じ 
**表５に同じ 
***それぞれの弾力的な働き方支援の定義は表５から８を参照のこと 
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3.3 考察 
職場環境が結婚行動に与える影響については、先行研究などからも明らかである通り、

いくつかのメカニズムが考えられる。その中で、本研究で得られた結果は、職場に比較的

長く拘束されている労働者で結婚確率が高いこと、弾力性のある働き方が結婚確率を下げ

ていたことなどから、職場で同じ就労経験を長時間にわたって共有することで得られる「出

会い」や「親密さ」という、拘束時間の長い日本的雇用慣行特有の環境に労働者が慣れて

いたことでもたらされる、ある種の正の外部性が職場にあったのではないかと考えられる。

確かに、近年では特に若者の間で職場を出会いの場とすることを敬遠する傾向がある（藤

波 2024）。しかし職場での出会いについて、本研究で用いた内閣府調査のデータで確認す

ると（図５）、「結婚相手紹介を目的とする」イベントを除き、結婚に繋がった割合が高い

と考えられる出会いを上から順に並べると、「上司からの紹介」（51.3％）、「同僚からの紹

介」（50.1％）、「仕事上の取引先からの紹介」（48.9%）、「職場」（48.7％）と全てが職場に関

連する出会いであることが分かる。 

 
図５ 結婚しやすい出会い 

 
 

また、「上司からの紹介」や「仕事上の取引先からの紹介」においてはコストパフォーマ

ンスもよさそうである。図６は、男性サンプルの各出会い別年収の平均値について、未婚・

既婚者両方（全体）の平均と結婚に成功した既婚者の平均を、それぞれグラフに表したも

のである。これは、男性は年収と結婚の関連性が比較的高いことから、それぞれ出会いの

シチュエーションで「実際に」出会えるためには、平均してどれだけの年収が必要であっ

たかについて確認したものである。例えば、「１.上司からの紹介」を例に挙げると、上司か

らの紹介で女性と実際に「出会った」男性の平均年収は 428.7 万円である。つまり、この

平均年収より低い年収の男性は上司からの紹介してもらうことが難しいのではないかとい

う解釈である。一方、「２.仕事上の取引先からの紹介」の場合、全体の平均年収は 414.9 万

円であることから、「１.上司からの紹介」と比較して男性の年収が低くても、実際の出会
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いにつながる可能性があったと考える。また、「１.上司からの紹介」において、既婚者の平

均年収は 411.6 万円である。つまり、上司に紹介されたら、結婚に成功するための年収の

ハードルはそこまで高くない。逆に男性の年収がある程度高いと、他の出会いのチャンス

も多くなる可能性があり、結果「１.上司からの紹介」が結婚につながらなかったという解

釈も可能である。このような解釈を元に図６のグラフを確認すると、「上司からの紹介」、

「仕事上の取引先からの紹介」そして「同僚からの紹介」においては、結婚に成功した者

（既婚者）の平均年収の方が全体の平均年収より低くその差が大きい。これは職場の人間

からの紹介という信頼が年収を補った結果、結婚に繋がったと考えられる。一方、「10．職

場」の出会いについては成婚率は高い（図５）が、上司や取引先などの職場関係者の紹介

と比較して平均年収が高く、結婚に成功した者の平均年収は更に高かった。 

 
図６ 出会い別平均年収（男性サンプルのみ） 

 
 

次に、近年出会いの場として果たす役割が高まってきている（藤波 2024）マッチングア

プリをはじめとする SNS の利用について確認する。本研究で用いた調査結果によると、現

状ではマッチングアプリや出会い系サイトの場合、利用者全体の平均年収（出会いの入口）

は 438.7 万円と、他の出会いと比較して高い。これは、マッチングアプリなどを利用して

男性が実際に「出会う」には、相応の年収が必要であることが示唆されている。さらに、

実際に結婚に成功した既婚男性の年収は 451.8 万円であることから、結婚に成功するため

には更に 13.1 万円高い必要がある。これは他の出会いと比較して最も大きい。図６を見る

限り、マッチングアプリや出会い系サイトは今の所、出会いに至る年収のハードル、結婚

に至る年収のハードル両面において高いことが分かる。勿論職場の出会いを敬遠する傾向

や、SNS を通じた出会いにおける役割が大きくなっていることは事実である。 

またノルウェーなどにおいては、柔軟な働き方の導入が出生数にプラスの影響を与え、

その傾向が持続することが示されている（Bratsberg & Walther 2024））。しかしノルウェーな
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いにつながる可能性があったと考える。また、「１.上司からの紹介」において、既婚者の平

均年収は 411.6 万円である。つまり、上司に紹介されたら、結婚に成功するための年収の

ハードルはそこまで高くない。逆に男性の年収がある程度高いと、他の出会いのチャンス

も多くなる可能性があり、結果「１.上司からの紹介」が結婚につながらなかったという解

釈も可能である。このような解釈を元に図６のグラフを確認すると、「上司からの紹介」、

「仕事上の取引先からの紹介」そして「同僚からの紹介」においては、結婚に成功した者

（既婚者）の平均年収の方が全体の平均年収より低くその差が大きい。これは職場の人間

からの紹介という信頼が年収を補った結果、結婚に繋がったと考えられる。一方、「10．職

場」の出会いについては成婚率は高い（図５）が、上司や取引先などの職場関係者の紹介

と比較して平均年収が高く、結婚に成功した者の平均年収は更に高かった。 

 
図６ 出会い別平均年収（男性サンプルのみ） 

 
 

次に、近年出会いの場として果たす役割が高まってきている（藤波 2024）マッチングア

プリをはじめとする SNS の利用について確認する。本研究で用いた調査結果によると、現

状ではマッチングアプリや出会い系サイトの場合、利用者全体の平均年収（出会いの入口）

は 438.7 万円と、他の出会いと比較して高い。これは、マッチングアプリなどを利用して

男性が実際に「出会う」には、相応の年収が必要であることが示唆されている。さらに、

実際に結婚に成功した既婚男性の年収は 451.8 万円であることから、結婚に成功するため

には更に 13.1 万円高い必要がある。これは他の出会いと比較して最も大きい。図６を見る

限り、マッチングアプリや出会い系サイトは今の所、出会いに至る年収のハードル、結婚

に至る年収のハードル両面において高いことが分かる。勿論職場の出会いを敬遠する傾向

や、SNS を通じた出会いにおける役割が大きくなっていることは事実である。 

またノルウェーなどにおいては、柔軟な働き方の導入が出生数にプラスの影響を与え、

その傾向が持続することが示されている（Bratsberg & Walther 2024））。しかしノルウェーな
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どの北欧諸国とは違い、日本はこれまで長時間職場に拘束されることで職場への貢献が示

されていた日本的雇用慣行が労働市場を占めていた。その環境下で、労働者の働くタイミ

ングや場所がそれぞれ異なるという新しい働き方が結婚確率を減少させ、「ノー残業デー」
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を行うことも重要であろう。 

 

４．まとめ 
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就業女性が直面している「仕事か、結婚・出産か」というジレンマがあると考えられる。

こうした状況に対し、働き方改革や子育てと仕事の両立化支援といった取り組みが進みつ
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つある中、本稿では、それらの取り組みが実際の結婚行動にどのような影響を与えている

のかについて、傾向スコアマッチングなどを用いて分析を行った。 

その結果、 

・時差勤務制度やフレックスタイム制度といった出勤を伴うが弾力的な働き方支援が使え

る場合、男女いずれの結婚確率も約 9.6％減少させること、 

・テレワークに代表される弾力的な働き方は、男性の結婚確率を約 6.2％、女性の結婚確率

を約 24.4％減少させること、 

・一方で、育児休業については、男性の結婚確率を約 12.3％、女性の結婚確率を約 8.2％増

加させること 

が分かった。また、これらの支援策に加え、週 40 時間以上拘束されていることを表すダミ

ー変数は正に有意となっており、職場での拘束時間が長い労働者で結婚確率が高いという

結果となった。 

これらの結果を踏まえると、長らく日本的雇用慣行に馴染んでいた職場には、正の外部

性ともいえる出会いの場という機能が備わっていたことから、新しい支援が定着しつつあ

る弾力性の高い職場環境において、その機能が弱まっていることが示唆された。同時に日

本では結婚と出産・育児の結びつきが強く、労働者は結婚する前から既に子育てを念頭に

おき、結婚の意思決定を行っていることも分かった。 

本稿における分析の結果から、結婚と出産・育児の結びつきが強い我が国においては、

育児と就業の両立を支援するため、まずは男女に関わらない育児休業などの育児支援制度

の拡充を進めていくことが重要であると考えられる。同時に、出会いの場という機能の弱

まりを補う為に、当面の間、職場の内外で出会いを促進するような機会を意識的に設ける

必要があろう。 

本研究は、いわゆる日本的雇用慣行が残る職場環境の中、新しい働き方支援が急速に広

まることで、職場がこれまで担ってきた職場本来の役割以上の機能（「出会いの場」という

外部性）が弱まっている全体的な状況を確認した。その一方で課題も残された。まずは、

本研究の結果が示された外部性の存在、支援策と結婚行動の関連に至るメカニズムについ

ては、更なる検討が必要である。次に日本的雇用慣行からの移行期と考えられる現状にお

いては、ノルウェーのような職場、つまり生産活動の場としての企業と、出会いを含む社

会生活の場としての地域社会等を分ける必要がある。しかし、このためにどのような要素

が必要であるかについて、定量的に明らかにする事ができなかった。今後の課題としたい。 
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付表 

付表１－１ Overlap Condition 

 
出勤を伴うが弾力的な働き方 女性     出勤を伴うが弾力的な働き方 男性 

   
 
弾力的な働き方 女性           弾力的な働き方 男性 

   
※これらのグラフは各介入ごとに treatment group と control group それぞれの傾向スコアの分布をカーネ

ル密度関数であらわしたものである。分布の overlap している所でマッチングが行われている。 
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付表１－２ Overlap Condition 

 
ノー残業デー 女性            ノー残業デー 男性 

   
 

 
育児休業 女性              育児休業 男性 

   
※付表１－１に同じ 
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付表２－１ バランス：出勤を伴うが弾力的な働き方 

 
※傾向スコアを算出する際に使われた変数ごとに treatment group と control group の間に統計的な有意差が

あるか確認したものである。有意差がない場合、両者に差はないといえる。 

 

裁量労働出勤型 Unmatched
Matched Treated Control t-vaue p>|t| Treated Control t-vaue p>|t|

年齢 U 29.744 29.765 -0.16 0.87 29.776 29.932 -1.35 0.176
M 29.75 29.478 1.74 0.083 29.773 29.587 1.48 0.138

大卒以上 U 0.67975 0.52419 7.42 0 0.75989 0.68024 4.59 0
M 0.67698 0.69059 -0.59 0.557 0.75967 0.73204 1.48 0.139

金融資産（万円） U 4.7722 4.2064 6.1 0 4.803 4.4271 4.6 0
M 4.7536 4.7065 0.46 0.644 4.8005 4.7421 0.66 0.511

教育ローン（万円） U 1.2523 1.1475 1.14 0.253 1.4581 1.5025 -0.5 0.615
M 1.255 1.1575 0.91 0.361 1.4594 1.3753 0.86 0.388

週平均労働時間 U 33.712 33.152 0.95 0.344 34.954 33.821 2.12 0.034
M 33.716 34.486 -1.21 0.228 34.954 34.761 0.35 0.728

残業時間 U 5.5552 4.974 2.03 0.043 8.5235 7.6912 2.42 0.016
M 5.5167 6.1696 -1.85 0.065 8.529 8.5889 -0.16 0.877

年収（万円） U 5.5685 5.3662 3.92 0 5.8216 5.6018 4.78 0
M 5.5642 5.5659 -0.03 0.975 5.8208 5.7831 0.77 0.438

正規雇用 U 0.81472 0.73974 4.13 0 0.9218 0.83214 6.91 0
M 0.81312 0.81064 0.13 0.899 0.92173 0.90976 1 0.315

業務形態（平日日中の勤
務のみ）

U 0.57669 0.42498 7.15 0 0.50506 0.46505 2.09 0.037

M 0.57302 0.5396 1.35 0.177 0.5046 0.4954 0.43 0.668
仕事の経験年数 U 6.7521 6.4672 1.68 0.092 6.0488 6.1899 -0.99 0.324

M 6.7463 6.4233 1.66 0.097 6.046 5.7164 2.15 0.032
転勤可能性あり U 0.25276 0.13472 7.34 0 0.44986 0.30875 7.74 0

M 0.24629 0.24257 0.17 0.862 0.44936 0.45764 -0.39 0.698
農林水産以外の自営業 U 0.00123 0.00184 -0.35 0.725 0.00184 0.0022 -0.21 0.836

M 0.00124 0.00248 -0.58 0.564 0.00184 0.00368 -0.82 0.414
専門・技術的職業 U 0.17546 0.22168 -2.67 0.008 0.23091 0.17611 3.6 0

M 0.17698 0.1745 0.13 0.896 0.23112 0.22744 0.2 0.838
管理職的な仕事 U 0.00123 0.00429 -1.25 0.211 0.02116 0.01101 2.19 0.028

M 0.00124 0.00124 0 1 0.02026 0.02394 -0.58 0.56
事務的な仕事 U 0.34601 0.22535 6.42 0 0.20239 0.14199 4.26 0

M 0.34035 0.31559 1.06 0.29 0.20258 0.21915 -0.95 0.344
営業・販売の仕事 U 0.13006 0.109 1.53 0.125 0.13707 0.14364 -0.49 0.623

M 0.13119 0.1448 -0.79 0.428 0.1372 0.12339 0.96 0.339
技能工・生産工程に関わる職業U 0.04417 0.03368 1.29 0.196 0.13339 0.14254 -0.69 0.491

M 0.04455 0.0495 -0.47 0.639 0.13352 0.11786 1.1 0.271
運輸・通信の仕事 U 0.01227 0.0147 -0.48 0.629 0.03496 0.04898 -1.79 0.074

M 0.01238 0.01114 0.23 0.818 0.03499 0.0267 1.12 0.264
保安的職業 U 0.00736 0.00429 0.99 0.324 0.03864 0.03247 0.88 0.38

M 0.00743 0.01361 -1.22 0.223 0.03867 0.04604 -0.85 0.394
サービスの職業 U 0.11411 0.19902 -5.29 0 0.06716 0.12493 -4.97 0

M 0.1151 0.13243 -1.06 0.291 0.06722 0.06077 0.61 0.54
その他 U 0 0 . . 0.00828 0.01651 -1.87 0.062

M 0 0 . . 0.00829 0.01197 -0.86 0.392
企業規模（300人以上） U 0.55215 0.35273 9.6 0 0.65869 0.44249 11.54 0

M 0.54827 0.57797 -1.2 0.229 0.65838 0.64365 0.72 0.472
可能な家事の個数 U 6.4638 5.9706 4.32 0 5.586 5.3247 2.41 0.016

M 6.4406 6.4109 0.24 0.813 5.5829 5.5451 0.32 0.745
親と同居 U 0.42454 0.46846 -2.06 0.04 0.29991 0.41167 -6.07 0

M 0.42698 0.41584 0.45 0.651 0.30018 0.28545 0.75 0.451
家事能力希望なし U 0.72515 0.66197 3.17 0.002 0.51058 0.50908 0.08 0.938

M 0.72277 0.7005 0.99 0.323 0.51105 0.51197 -0.04 0.966
大都市のある都道府県 U 0.68957 0.61176 3.78 0 0.65133 0.59934 2.79 0.005

M 0.68688 0.72649 -1.75 0.08 0.65193 0.64088 0.54 0.59

Mean t-test Mean t-test
女性 男性
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付表２－２ バランス：弾力的な働き方 

 

※付表２－１に同じ。 

裁量労働 Unmatched
Matched Treated Control t-vaue p>|t| Treated Control t-vaue p>|t|

年齢 U 29.712 29.766 -0.33 0.74 29.694 29.919 -1.62 0.106
M 29.721 29.383 1.61 0.107 29.693 29.588 0.62 0.535

大卒以上 U 0.7618 0.53286 9.15 0 0.84524 0.67573 8.18 0
M 0.75817 0.77124 -0.47 0.641 0.84497 0.83305 0.56 0.579

金融資産（万円） U 4.7189 4.3192 3.57 0 4.9603 4.4682 5 0
M 4.6984 4.6449 0.38 0.705 4.9605 4.9829 -0.19 0.849

教育ローン（万円） U 1.2017 1.1786 0.21 0.834 1.5942 1.4584 1.28 0.202
M 1.2057 1.2521 -0.32 0.748 1.5904 1.5932 -0.02 0.984

週平均労働時間 U 34.029 33.169 1.21 0.226 34.749 34.117 0.98 0.325
M 34.107 33.824 0.34 0.732 34.774 33.782 1.28 0.201

残業時間 U 5.4453 5.1112 0.97 0.332 8.7968 7.8012 2.4 0.016
M 5.4248 5.817 -0.87 0.384 8.799 8.4753 0.62 0.535

年収（万円） U 5.7513 5.3616 6.34 0 5.9423 5.6185 5.86 0
M 5.7457 5.6835 1.12 0.263 5.9421 5.8916 0.94 0.345

正規雇用 U 0.79185 0.75935 1.49 0.136 0.91667 0.85276 4.07 0
M 0.79303 0.7756 0.64 0.521 0.91652 0.92675 -0.65 0.515

業務形態（平日日中の勤
務のみ）

U 0.70815 0.42063 11.47 0 0.59014 0.45207 6.02 0

M 0.7037 0.69717 0.22 0.829 0.58944 0.59966 -0.36 0.722
仕事の経験年数 U 6.897 6.4853 2.03 0.043 6.1616 6.1308 0.18 0.858

M 6.8715 6.8802 -0.03 0.973 6.1687 5.9574 1.04 0.296
転勤可能性あり U 0.24893 0.15622 4.77 0 0.43878 0.34197 4.38 0

M 0.24183 0.22658 0.55 0.586 0.43782 0.44463 -0.23 0.814
農林水産以外の自営業 U 0 0 . . 0.0068 0.00086 2.84 0.005

M 0 0 . . 0.00511 0.0017 1 0.317
専門・技術的職業 U 0.16094 0.21739 -2.71 0.007 0.2602 0.18048 4.36 0

M 0.1634 0.12854 1.5 0.135 0.26065 0.25213 0.33 0.738
管理職的な仕事 U 0.01073 0.00152 3.14 0.002 0.01361 0.01511 -0.27 0.787

M 0.00871 0.00654 0.38 0.705 0.01363 0.01022 0.54 0.591
事務的な仕事 U 0.37768 0.23964 6.11 0 0.2619 0.1399 7.19 0

M 0.37255 0.40741 -1.08 0.279 0.26235 0.2862 -0.92 0.36
営業・販売の仕事 U 0.11588 0.11628 -0.02 0.981 0.11735 0.14724 -1.86 0.063

M 0.11765 0.10022 0.85 0.397 0.11755 0.10733 0.55 0.58
技能工・生産工程に関わる職業U 0.03219 0.03842 -0.64 0.523 0.10544 0.14767 -2.64 0.008

M 0.03268 0.04357 -0.86 0.389 0.10562 0.09029 0.88 0.377
運輸・通信の仕事 U 0.00429 0.01618 -1.97 0.049 0.02041 0.04965 -3.1 0.002

M 0.00436 0.00436 0 1 0.02044 0.01193 1.16 0.248
保安的職業 U 0.00215 0.00607 -1.05 0.295 0.0085 0.04145 -3.9 0

M 0.00218 0.00436 -0.58 0.564 0.00852 0.01193 -0.58 0.562
サービスの職業 U 0.08798 0.1906 -5.32 0 0.05272 0.11615 -4.53 0

M 0.08932 0.08932 0 1 0.05281 0.06644 -0.99 0.325
その他 U 0 0 . . 0.0051 0.01554 -1.97 0.049

M 0 0 . . 0.00511 0.00511 0 1
企業規模（300人以上） U 0.55579 0.38777 6.67 0 0.64966 0.49136 6.92 0

M 0.54902 0.55338 -0.13 0.895 0.64906 0.68313 -1.24 0.216
可能な家事の個数 U 6.7189 5.997 5.28 0 5.7755 5.3329 3.4 0.001

M 6.6863 6.7298 -0.27 0.787 5.7819 5.6457 0.88 0.379
親と同居 U 0.34979 0.47826 -5.04 0 0.27211 0.39465 -5.52 0

M 0.35294 0.39434 -1.3 0.195 0.27257 0.2862 -0.52 0.603
家事能力希望なし U 0.76824 0.6633 4.4 0 0.54252 0.5013 1.79 0.074

M 0.76906 0.76688 0.08 0.938 0.54344 0.5724 -1 0.318
大都市のある都道府県 U 0.77039 0.60617 6.69 0 0.70408 0.59715 4.78 0

M 0.76688 0.68845 2.68 0.008 0.70358 0.69847 0.19 0.848

Mean t-test Mean t-test
女性 男性
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付表２－２ バランス：弾力的な働き方 

 

※付表２－１に同じ。 

裁量労働 Unmatched
Matched Treated Control t-vaue p>|t| Treated Control t-vaue p>|t|

年齢 U 29.712 29.766 -0.33 0.74 29.694 29.919 -1.62 0.106
M 29.721 29.383 1.61 0.107 29.693 29.588 0.62 0.535

大卒以上 U 0.7618 0.53286 9.15 0 0.84524 0.67573 8.18 0
M 0.75817 0.77124 -0.47 0.641 0.84497 0.83305 0.56 0.579

金融資産（万円） U 4.7189 4.3192 3.57 0 4.9603 4.4682 5 0
M 4.6984 4.6449 0.38 0.705 4.9605 4.9829 -0.19 0.849

教育ローン（万円） U 1.2017 1.1786 0.21 0.834 1.5942 1.4584 1.28 0.202
M 1.2057 1.2521 -0.32 0.748 1.5904 1.5932 -0.02 0.984

週平均労働時間 U 34.029 33.169 1.21 0.226 34.749 34.117 0.98 0.325
M 34.107 33.824 0.34 0.732 34.774 33.782 1.28 0.201

残業時間 U 5.4453 5.1112 0.97 0.332 8.7968 7.8012 2.4 0.016
M 5.4248 5.817 -0.87 0.384 8.799 8.4753 0.62 0.535

年収（万円） U 5.7513 5.3616 6.34 0 5.9423 5.6185 5.86 0
M 5.7457 5.6835 1.12 0.263 5.9421 5.8916 0.94 0.345

正規雇用 U 0.79185 0.75935 1.49 0.136 0.91667 0.85276 4.07 0
M 0.79303 0.7756 0.64 0.521 0.91652 0.92675 -0.65 0.515

業務形態（平日日中の勤
務のみ）

U 0.70815 0.42063 11.47 0 0.59014 0.45207 6.02 0

M 0.7037 0.69717 0.22 0.829 0.58944 0.59966 -0.36 0.722
仕事の経験年数 U 6.897 6.4853 2.03 0.043 6.1616 6.1308 0.18 0.858

M 6.8715 6.8802 -0.03 0.973 6.1687 5.9574 1.04 0.296
転勤可能性あり U 0.24893 0.15622 4.77 0 0.43878 0.34197 4.38 0

M 0.24183 0.22658 0.55 0.586 0.43782 0.44463 -0.23 0.814
農林水産以外の自営業 U 0 0 . . 0.0068 0.00086 2.84 0.005

M 0 0 . . 0.00511 0.0017 1 0.317
専門・技術的職業 U 0.16094 0.21739 -2.71 0.007 0.2602 0.18048 4.36 0

M 0.1634 0.12854 1.5 0.135 0.26065 0.25213 0.33 0.738
管理職的な仕事 U 0.01073 0.00152 3.14 0.002 0.01361 0.01511 -0.27 0.787

M 0.00871 0.00654 0.38 0.705 0.01363 0.01022 0.54 0.591
事務的な仕事 U 0.37768 0.23964 6.11 0 0.2619 0.1399 7.19 0

M 0.37255 0.40741 -1.08 0.279 0.26235 0.2862 -0.92 0.36
営業・販売の仕事 U 0.11588 0.11628 -0.02 0.981 0.11735 0.14724 -1.86 0.063

M 0.11765 0.10022 0.85 0.397 0.11755 0.10733 0.55 0.58
技能工・生産工程に関わる職業U 0.03219 0.03842 -0.64 0.523 0.10544 0.14767 -2.64 0.008

M 0.03268 0.04357 -0.86 0.389 0.10562 0.09029 0.88 0.377
運輸・通信の仕事 U 0.00429 0.01618 -1.97 0.049 0.02041 0.04965 -3.1 0.002

M 0.00436 0.00436 0 1 0.02044 0.01193 1.16 0.248
保安的職業 U 0.00215 0.00607 -1.05 0.295 0.0085 0.04145 -3.9 0

M 0.00218 0.00436 -0.58 0.564 0.00852 0.01193 -0.58 0.562
サービスの職業 U 0.08798 0.1906 -5.32 0 0.05272 0.11615 -4.53 0

M 0.08932 0.08932 0 1 0.05281 0.06644 -0.99 0.325
その他 U 0 0 . . 0.0051 0.01554 -1.97 0.049

M 0 0 . . 0.00511 0.00511 0 1
企業規模（300人以上） U 0.55579 0.38777 6.67 0 0.64966 0.49136 6.92 0

M 0.54902 0.55338 -0.13 0.895 0.64906 0.68313 -1.24 0.216
可能な家事の個数 U 6.7189 5.997 5.28 0 5.7755 5.3329 3.4 0.001

M 6.6863 6.7298 -0.27 0.787 5.7819 5.6457 0.88 0.379
親と同居 U 0.34979 0.47826 -5.04 0 0.27211 0.39465 -5.52 0

M 0.35294 0.39434 -1.3 0.195 0.27257 0.2862 -0.52 0.603
家事能力希望なし U 0.76824 0.6633 4.4 0 0.54252 0.5013 1.79 0.074

M 0.76906 0.76688 0.08 0.938 0.54344 0.5724 -1 0.318
大都市のある都道府県 U 0.77039 0.60617 6.69 0 0.70408 0.59715 4.78 0

M 0.76688 0.68845 2.68 0.008 0.70358 0.69847 0.19 0.848

Mean t-test Mean t-test
女性 男性
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付表２－３ バランス：ノー残業デー 

 
※付表２－１に同じ。 

ノー残業デー Unmatched
Matched Treated Control t-vaue p>|t| Treated Control t-vaue p>|t|

年齢 U 29.583 29.792 -1.24 0.216 29.702 29.917 -1.55 0.12
M 29.6 29.931 -1.52 0.128 29.704 29.758 -0.31 0.759

大卒以上 U 0.71463 0.54777 6.29 0 0.79534 0.68698 5.23 0
M 0.71324 0.69853 0.46 0.645 0.79431 0.79431 0 1

金融資産（万円） U 4.7607 4.3197 3.75 0 5.0088 4.4526 5.7 0
M 4.7597 4.9439 -1.26 0.207 5.0042 5.1124 -0.99 0.322

教育ローン（万円） U 1.3849 1.1398 2.12 0.034 1.487 1.4878 -0.01 0.994
M 1.3917 1.2892 0.66 0.511 1.4944 1.4181 0.57 0.566

週平均労働時間 U 33.988 33.193 1.06 0.287 35.62 33.941 2.64 0.008
M 33.958 33.45 0.55 0.584 35.606 36.187 -0.83 0.405

残業時間 U 6.2622 4.9498 3.64 0 9.1389 7.7177 3.46 0.001
M 6.1949 6.6299 -0.82 0.411 9.1221 9.189 -0.13 0.898

年収（万円） U 5.6363 5.3953 3.71 0 5.9608 5.6152 6.33 0
M 5.6338 5.6181 0.21 0.831 5.9604 5.9474 0.28 0.781

正規雇用 U 0.80732 0.75649 2.22 0.027 0.95008 0.84414 6.84 0
M 0.80637 0.82353 -0.63 0.529 0.94983 0.95318 -0.27 0.788

業務形態（平日日中の勤
務のみ）

U 0.63659 0.44292 7.24 0 0.57238 0.45581 5.11 0

M 0.6348 0.64216 -0.22 0.827 0.57023 0.54682 0.81 0.415
仕事の経験年数 U 6.3854 6.6026 -1.02 0.31 6.0316 6.1667 -0.79 0.429

M 6.3971 6.6176 -0.84 0.402 6.0385 6.1622 -0.62 0.538
転勤可能性あり U 0.25854 0.1563 5.01 0 0.46256 0.33566 5.79 0

M 0.25735 0.25 0.24 0.81 0.46154 0.43478 0.93 0.353
農林水産以外の自営業 U 0 0 . . 0 0 . .

M 0 0 . . 0 0 . .
専門・技術的職業 U 0.17073 0.21313 -1.94 0.053 0.20632 0.1946 0.64 0.52

M 0.17157 0.17892 -0.28 0.783 0.20736 0.21237 -0.21 0.831
管理職的な仕事 U 0.00488 0.00294 0.63 0.53 0.01331 0.01524 -0.35 0.728

M 0.0049 0.00735 -0.45 0.654 0.01338 0.01338 0 1
事務的な仕事 U 0.43171 0.23175 8.49 0 0.27953 0.13496 8.61 0

M 0.43382 0.44118 -0.21 0.833 0.27592 0.29097 -0.58 0.564
営業・販売の仕事 U 0.10732 0.11759 -0.59 0.553 0.15308 0.13844 0.92 0.36

M 0.10784 0.08333 1.19 0.234 0.15385 0.13043 1.16 0.247
技能工・生産工程に関わる職業U 0.05122 0.0343 1.65 0.098 0.14809 0.13714 0.69 0.49

M 0.05147 0.04902 0.16 0.873 0.14883 0.15217 -0.16 0.872
運輸・通信の仕事 U 0.00732 0.01519 -1.24 0.214 0.01664 0.05094 -3.66 0

M 0.00735 0.0098 -0.38 0.705 0.01672 0.01338 0.47 0.635
保安的職業 U 0.0122 0.00392 2.11 0.035 0.02163 0.03831 -1.99 0.047

M 0.0098 0.0049 0.82 0.413 0.02174 0.02341 -0.19 0.846
サービスの職業 U 0.08537 0.18765 -5.05 0 0.04992 0.11754 -4.86 0

M 0.08578 0.1152 -1.4 0.163 0.05017 0.05017 0 1
その他 U 0.00488 0.00245 0.84 0.401 0.00666 0.01524 -1.63 0.104

M 0.00245 0.00245 0 1 0.00669 0.00836 -0.33 0.738
企業規模（300人以上） U 0.61707 0.37923 9.05 0 0.69052 0.48019 9.33 0

M 0.6152 0.6201 -0.14 0.886 0.68896 0.68227 0.25 0.803
可能な家事の個数 U 6.2805 6.1034 1.22 0.221 5.8935 5.3065 4.55 0

M 6.2745 6.5098 -1.31 0.189 5.8763 5.7274 0.95 0.343
親と同居 U 0.44634 0.45517 -0.33 0.743 0.34609 0.37658 -1.38 0.168

M 0.44608 0.43627 0.28 0.778 0.34448 0.39465 -1.8 0.072
家事能力希望なし U 0.73902 0.67222 2.66 0.008 0.5624 0.49586 2.91 0.004

M 0.73775 0.73775 0 1 0.56187 0.53512 0.93 0.353
大都市のある都道府県 U 0.61707 0.64037 -0.89 0.371 0.58569 0.62734 -1.87 0.061

M 0.61765 0.59559 0.64 0.52 0.58863 0.57358 0.53 0.598

女性 男性
Mean t-test Mean t-test
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付表２－４ バランス：育児休業 

 
※付表２－１に同じ。 

育児休業 Unmatched
Matched Treated Control t-vaue p>|t| Treated Control t-vaue p>|t|

年齢 U 29.696 29.802 -0.83 0.406 29.751 29.945 -1.68 0.094
M 29.689 29.876 -1.36 0.173 29.753 29.89 -1.06 0.288

大卒以上 U 0.67412 0.5 8.78 0 0.76097 0.68031 4.64 0
M 0.67351 0.67537 -0.09 0.927 0.76052 0.77923 -1.03 0.304

金融資産（万円） U 4.8167 4.0652 8.59 0 4.9015 4.3729 6.47 0
M 4.8121 4.9186 -1.24 0.214 4.8981 4.835 0.72 0.473

教育ローン（万円） U 1.3323 1.066 3.06 0.002 1.609 1.414 2.2 0.028
M 1.3241 1.3253 -0.01 0.989 1.6063 1.6584 -0.5 0.616

週平均労働時間 U 34.46 32.449 3.59 0 35.927 33.262 5 0
M 34.468 34.65 -0.32 0.746 35.919 35.98 -0.12 0.908

残業時間 U 5.9986 4.5292 5.42 0 8.7558 7.5627 3.46 0.001
M 5.9678 5.9585 0.03 0.976 8.7629 8.2484 1.37 0.172

年収（万円） U 5.7172 5.2154 10.46 0 5.9183 5.5472 8.1 0
M 5.7156 5.7035 0.33 0.739 5.9174 5.9184 -0.03 0.978

正規雇用 U 0.87523 0.67956 11.64 0 0.94771 0.81779 10.08 0
M 0.875 0.87034 0.32 0.746 0.94761 0.942 0.57 0.57

業務形態（平日日中の勤
務のみ）

U 0.50745 0.45036 2.81 0.005 0.49486 0.47136 1.22 0.221

M 0.50653 0.48881 0.82 0.412 0.49579 0.48831 0.35 0.729
仕事の経験年数 U 6.5419 6.581 -0.24 0.808 6.0691 6.1768 -0.75 0.453

M 6.5345 6.6959 -0.98 0.329 6.0683 6.2694 -1.29 0.197
転勤可能性あり U 0.2216 0.1365 5.54 0 0.46125 0.30333 8.65 0

M 0.22108 0.24254 -1.18 0.239 0.46024 0.45089 0.43 0.664
農林水産以外の自営業 U 0 0 . . 0.00093 0.00273 -1.03 0.304

M 0 0 . . 0.00094 0 1 0.317
専門・技術的職業 U 0.24115 0.17956 3.74 0 0.22596 0.17949 3.04 0.002

M 0.24067 0.22948 0.61 0.541 0.22638 0.2217 0.26 0.795
管理職的な仕事 U 0.00372 0.00292 0.35 0.73 0.01401 0.01528 -0.27 0.785

M 0.00373 0.0056 -0.63 0.526 0.01403 0.01216 0.38 0.704
事務的な仕事 U 0.30633 0.23431 4.01 0 0.22689 0.12821 6.97 0

M 0.30597 0.27705 1.47 0.141 0.22544 0.22919 -0.21 0.837
営業・販売の仕事 U 0.11918 0.11387 0.41 0.684 0.13259 0.14621 -1.02 0.309

M 0.1194 0.15578 -2.45 0.014 0.13283 0.13658 -0.25 0.8
技能工・生産工程に関わる職業U 0.03724 0.03723 0 0.998 0.11951 0.15057 -2.33 0.02

M 0.03731 0.03265 0.59 0.557 0.11974 0.11038 0.68 0.498
運輸・通信の仕事 U 0.0121 0.01533 -0.68 0.5 0.03922 0.04637 -0.91 0.363

M 0.01213 0.0084 0.86 0.392 0.03929 0.04397 -0.54 0.588
保安的職業 U 0.00745 0.00365 1.28 0.2 0.04575 0.02837 2.47 0.014

M 0.00746 0.00466 0.83 0.404 0.04584 0.05051 -0.5 0.614
サービスの職業 U 0.13687 0.19781 -3.98 0 0.07656 0.11893 -3.63 0

M 0.13713 0.15392 -1.1 0.27 0.07671 0.06455 1.1 0.273
その他 U 0 0 . . 0.0056 0.018 -2.8 0.005

M 0 0 . . 0.00561 0.00374 0.63 0.526
企業規模（300人以上） U 0.55773 0.31168 12.62 0 0.64146 0.45445 9.89 0

M 0.5569 0.56063 -0.17 0.862 0.64079 0.65482 -0.68 0.497
可能な家事の個数 U 6.3101 5.9971 2.88 0.004 5.7619 5.2242 4.97 0

M 6.306 6.1735 1.19 0.232 5.754 5.725 0.24 0.808
親と同居 U 0.41806 0.48175 -3.14 0.002 0.31839 0.39989 -4.4 0

M 0.41884 0.43004 -0.52 0.6 0.31805 0.3087 0.47 0.641
家事能力希望なし U 0.73464 0.64307 4.85 0 0.55649 0.48227 3.87 0

M 0.73414 0.70336 1.59 0.113 0.55566 0.55753 -0.09 0.931
大都市のある都道府県 U 0.65549 0.62336 1.64 0.101 0.62465 0.61538 0.5 0.62

M 0.65485 0.6278 1.31 0.192 0.62395 0.64266 -0.9 0.37

女性 男性
Mean t-testMean t-test

－ 230 －
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